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※本計画における用語 

本計画において使用する用語は、空家等対策の推進に関する特別措置法

（平成２６年法律第１２７号。以下「空家法」という。）、山陽小野田市空

家等対策の推進に関する条例（平成２９年条例第１６号。以下「空家条例」

という。）及び山陽小野田市空家等対策の推進に関する条例施行規則（平成

２９年規則第３５号。以下「規則」という。）において使用する用語の例に

よります。 

本計画において、「空き家」と「空家等」の表記がありますが、以下のと

おりとします。 

●「空き家」とは、利用されていない建築物をいいます。 

●「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他

の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木そ

の他の土地に定着する物を含む。）をいいます。（空家法第２条第１項） 

※法令や実施済み制度等に既に使用されている固有名詞については、その

ままの表現にしています。 
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序章－１ 空家等対策計画策定の主旨 

 

近年、全国的に人口減少や少子高齢化、既存の住宅・建築物の老朽化、社会

的ニーズの変化及び産業構造の変化等に伴い、居住その他の使用がなされてい

ないことが常態である住宅その他の建築物又はこれに附属する工作物及びその

敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）が年々増加してきています。

このような空家等（空家法第２条第１項に規定する「空家等」をいう。以下同

じ。）の中には、適切な管理が行われていない結果として防災・防犯等の安全

性の低下、公衆衛生の悪化、景観の阻害等多岐にわたる問題を生じさせ、ひい

ては地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしているものがあります。また、

適正に管理が行われていない空家等が増加することで地域の活力低下や行政運

営の効率性の低下等の問題を引き起こす場合があります。 

本市では、平成２５年１月１日に山陽小野田市空き家等の適正管理に関する

条例（平成２４年条例第３６号。以下「旧空き家条例」という。）を施行し、

国の動きに先駆けて適正に管理されていない空家等の対応を行ってきました。

そのような中、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、空家

法が平成２７年５月２６日に全面施行され、空家等に対処する上で法的根拠が

示されました。 

空家法の施行に伴い、旧空き家条例との整合を図るとともに、空家等の適正

管理のほか、本市の空家等対策の推進を図る目的として、旧空き家条例の全部

改正を行い、平成２９年６月３０日に空家条例を施行しました。 

これらの経緯を踏まえ、空家等対策を総合的かつ計画的に推進し、市民の生

命、身体又は財産を保護することにより、生活環境の保全及び安全で安心なま

ちづくりの推進並びに空家等の活用促進による地域の振興に寄与するため、空

家法に定める本計画を策定します。 
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序章－２ 基本理念 

 

空家等の利活用も含めた空家等対策に積極的に取り組んでいくために、空家

条例第３条には、基本理念として次のとおり規定されています。 

（基本理念） 

第３条 空家等に関する対策の基本理念は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 地域住民の生命、身体又は財産を保護するとともに、その生活環境

の保全を図るため、空家等の適切な管理を促進すること。 

(2) 空家等が定住の促進及び地域振興のための有用な資源であること

を認識して、活用を促進すること。 

(3) 市、空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）及び

市民等がそれぞれの役割を認識し、相互の理解と連携を図りつつ、協

働して取り組むこと。 
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序章－３ 山陽小野田市の状況 

 

第１節 市勢 

１ 市の概要 

山陽小野田市は、山口県の南西部に位置し、面積は、約１３３平方キロ

メートルで、東は宇部市、西は下関市、北は美祢市と接し、南北に長く瀬

戸内海に開けた扇状の市域を持っています。市の中央部には北から厚狭川

が、東部には北東から有帆川が、それぞれ南流して周防灘に注いでいます。 

 

２ 人口の推移 

国勢調査によると、山陽小野田市の人口は、減少傾向が続いており、平

成７年の６８，７４２人から平成２７年の６２，６７１人と２０年間に約

６，０００人減少しています。一方で、高齢化率は上昇しており、平成２７

年では３１．２％となっています。 

≪山陽小野田市人口の推移≫ 

年少人口      生産年齢人口     老年人口     高齢化率 

（年少人口：０～１４歳 生産年齢人口：１５～６４歳 老年人口：６５歳～） 

  

資料：総務省「国勢調査」 

※平成７年、平成１２年は合併前の小野田市、山陽町の合算数値  
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第２節 総務省住宅・土地統計調査の概要 

１ 全国の状況 

５年に一度実施される総務省住宅・土地統計調査（以下「住宅・土地統

計調査」という。）によると、平成２５年住宅・土地統計調査による全国の総

住宅数は、６，０６３万戸と、５年前に比べ、３０４万戸（５．３％）増加

し、空き家数は８２０万戸と、５年前に比べ、６３万戸（８．３％）増加、

空き家率（総住宅数に占める割合）は、１３．５％と０．４ポイント上昇

し、過去最高となっています。 

 

出典 総務省平成２６年７月２９日報道資料 平成２５年住宅・土地統計調査（速報集計）結果の概要 

 

住宅・土地統計調査による全国の空き家数の推移 

住宅・土地統計 

調査年 

S38 

年  

S43 

年  

S48 

年  

S53 

年  

S58 

年  

S63 

年  

H5 

年  

H10 

年  

H15 

年  

H20 

年  

H25 

年  

空き家数（万戸） 52 103 172 268 330 394 448 576 659 757 820 
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２ 本市の状況 

平成２５年住宅・土地統計調査による山陽小野田市の状況は、５年前に

比べ、総住宅数は３６０戸増加していますが、空き家数は５５０戸減少し

ています。しかし、腐朽、破損ありの空き家数は、１７０戸増加しており

ます。空き家率は、１３．６％と全国平均とほぼ同率となっています。 

平成２０年及び平成２５年の住宅・土地統計調査による本市及び全国、

山口県の空き家に関するデータは次のとおりです。 

住宅・土地統計調査による山陽小野田市の状況 

 平成２０年 平成２５年 増減 

総住宅数 29,390戸 29,750戸 360戸 

空き家数 4,610戸 4,060戸 -550戸 

 うち、二次的、賃貸、売却用 2,300戸 1,760戸 -540戸 

 うち、その他…① 2,310戸 2,300戸 -10戸 

 ①のうち、腐朽、破損あり…② 730戸 900戸 170戸 

 ②のうち、一戸建て 640戸 700戸 60戸 

 ②のうち、長屋建・共同住宅等 90戸 200戸 110戸 

管理不適切空家（腐朽、破損あり） 1,080戸 1,050戸 -30戸 

空き家率  山陽小野田市 15.7％ 13.6％ -2.1ﾎﾟｲﾝﾄ 

      全国 13.1％ 13.5％ 0.4ﾎﾟｲﾝﾄ 

      山口県 15.1％ 16.2％ 1.1ﾎﾟｲﾝﾄ 

 

平成２５年住宅・土地統計調査による空き家の種類は次のとおりです。 

空き家 二次的住宅 別荘 

  その他 

 賃貸用の住宅 

 売却用の住宅 

 その他の住宅 

注：用語の解説 

○二次的住宅 

別 荘…週末や休暇時に避暑・避寒・保養などの目的で使用される

住宅で、ふだんは人が住んでいない住宅 

その他…ふだん住んでいる住宅とは別に、残業で遅くなったときに

寝泊まりするなど、たまに寝泊まりしている人がいる住宅 
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○賃貸用の住宅 

新築・中古を問わず、賃貸のために空き家になっている住宅 

○売却用の住宅 

新築・中古を問わず、売却のために空き家になっている住宅 

○その他の住宅 

上記以外の人が住んでいない住宅で、例えば、転勤・入院などのた

め居住世帯が長期にわたって不在の住宅や建て替えなどのために取

り壊すことになっている住宅など（空き家の区分の判断が困難な住宅

を含む。） 

○管理不適切空家等 

空家条例第２条第３号に規定され、空家法第３条の規定による適切

な管理がされておらず、そのまま放置すれば特定空家等になるおそれ

がある空家等 

 

空き家の類型別の割合は、空き家のうち二次的住宅が３．４５％、

賃貸用の住宅が３６．２１％、売却用の住宅が３．６９％、その他の

住宅が５６．６５％となっています。（図：山陽小野田市空き家数別

内訳（平成２５年住宅・土地統計調査）参照。） 

図：山陽小野田市空き家数別内訳（平成２５年住宅・土地統計調査） 

  

3.45%

36.21%

3.69%

56.65%

■二次的空き家  

 

■賃貸用空き家  

 

■売却用空き家  

 

■その他空き家  
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第３節 空家等の分布等 

１ 空家等の総数 

山陽小野田市が平成２９年度に行った山陽小野田市空家等実態調査によ

る空家等の状況は表(序-１)のとおりです。 

本調査の目的は、山陽小野田市全域の空家等の分布状況及び件数を把握

するもので、居住の有無は調査員が外観を調査し、主に次の基準により判

断したものです。 

● 郵便受けにチラシや郵便物等が大量に溜まっている 

● 窓ガラスが割れたまま、カーテンがない、家具がない等 

● 門から玄関まで雑草が繁茂していて、出入りしている様子がない 

● 売却・賃貸物件の表示がある 

● 電気等のメータが動いていない、取り外されている   など 

本調査による空家等は外観調査により把握したものであること、共同住

宅は全室が空き室の場合に空家等１戸と判断しています。住宅・土地統計

調査による空き家数と開きがあります。 

 

表(序-1) 山陽小野田市空家等実態調査による空家等数（平成２９年） 

（地 区） 

小学校区 

空家等数 

単位： 戸 

不良度判定 

Ａランク Ｂランク Ｃランク Ｄランク Ｅランク 

有帆 63 4 13 38 6 2 

高千帆 138 14 42 78 3 1 

高泊 105 17 31 50 3 4 

小野田 125 4 27 84 9 1 

須恵 129 12 25 84 7 1 

赤崎 118 5 24 80 7 2 

本山 65 10 16 33 3 3 

厚狭 278 16 62 184 13 3 

出合 58 9 5 35 3 6 

厚陽 42 3 11 23 5 0 

埴生 106 9 9 77 8 3 

津布田 42 3 11 21 3 4 

計 1,269 106 276 787 70 30 

注 不良度判定は、空家等実態調査の際の外観調査によるもの。 
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表(序-1)不良度判定の凡例 

Ａランク：目立った損傷は認められない。 

Ｂランク：部分的な損傷はあるが、危険な損傷は認められない。 

Ｃランク：部分的に危険な損傷が認められる。 

Ｄランク：建築物全体に危険な損傷が認められ、放置すれば倒壊の危険性

が高まると考えられる。 

Ｅランク：建築物全体に危険な損傷が激しく、倒壊の危険性が考えられる。 

 

２ 調査結果の集計概要 

○ランク別の空家等の件数 

建築物の老朽度・危険度が低く利活用可能なランクＡが占める割合は、

全体の８．４％。反対に、老朽度・危険度が最も高く、倒壊等の危険性が

あるランクＥが占める割合は、全体の２．４％でした。 

 

○小学校区別の空家等の戸数 

空家等の件数が最も多かったのは、厚狭小学校区の２７８戸、少なかっ

たのは、厚陽と津布田小学校区の４２戸でした。倒壊等の危険性があるラ

ンクＥが多かったのは、出合小学校区で６戸でした。 
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３ 空家等の分布状況 

平成２９年度山陽小野田市空家等実態調査における山陽小野田市全域の

空家等の分布は図(序-2)のとおりです。 

 

図(序-2) 分布図 

  
凡例

● A： 目立った損傷は認められない

● B： 部分的な損傷はあるが、危険な損傷は認められない

● C： 部分的に危険な損傷が認められる

● D： 建築物全体に危険な損傷が認められ、放置すれば
倒壊の危険性が高まると考えられる

● E： 建築物全体に危険な損傷が激しく、倒壊の危険性が
考えられる

● 判定不可
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第４節 山陽小野田市空き家等の適正管理に関する条例と山陽小野田市空家等

対策の推進に関する条例 

１ 山陽小野田市空き家等の適正管理に関する条例の概要 

本市では、平成２５年１月１日に旧空き家条例を施行し、空家等対策を

実施してきました。 

旧空き家条例は、空家法と同じく所有者等に対して助言・指導、勧告、

命令を行うことができ、代執行の規定も盛り込まれたものでした。 

 

２ 旧空き家条例による情報提供、指導等の状況 

平成２３年１月１日から平成２９年９月までの旧空き家条例による指導、

解決等の状況は表(序-3)のとおりです。 

表(序-3)  旧空き家条例による指導、解決等の状況 

市民等か
らの情報
提供 

総数 

        

解決 

未解決 

未解決 
総数 

      

所有者 
調査中 

助言・ 
指導 勧告 命令 公表 代執行 

合計 183 93 90 34 56 0 0 0 0 

所有者調査を行い、助言や指導を中心に行ってきましたが、今後は、空

家法第９条、第１２条又は第１４条及び空家条例第１０条に基づき対応し

ていくこととなります。 

 

３ 山陽小野田市空家等対策の推進に関する条例の概要 

旧空き家条例は、平成２７年５月２６日の空家法の全面施行を受け全部

改正し、平成２９年６月３０日に山陽小野田市空家等対策の推進に関する

条例として施行され、次のような規定が新たに盛り込まれました。 

(１) 基本理念について 

空家法に規定されていない管理不適切空家等の取扱いや努力義務を義

務規定にするなど、法の規定に上乗せした内容であるため、国の方針以

上に空家等対策に取り組む姿勢を示すため、基本理念を定めました。 

(２) 空家等対策計画について  

空家法第６条において、空家等対策計画を定めることができると定め

られていることから、空家条例第８条で山陽小野田市空家等対策計画を

定めることを規定しました。この計画では、空家等の適切な管理の促進

や空家等の活用の促進、特定空家等に対する措置等について定めました。 
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(３) 空家等対策協議会の設置について 

空家法第７条において、協議会を組織することができると定められて

いることから、空家条例第９条で山陽小野田市空家等対策協議会（以下

「協議会」という。）を置くことを規定しました。委員は市長を含む１０

名以内で組織し、空家等対策計画の作成やその実施等について協議する

こととしました。 

なお、旧空き家条例において規定されていた管理不全の空家等に対す

る助言・指導、勧告、命令、代執行等については、空家法第１４条で規

定され、法に基づき事務を執行するため、空家条例では規定しないこと

としました。 

 

４ 空家法と空家条例の関係 

空家法との関係は次のとおりです。 

空家等対策の推進に関する

特別措置法 

（新）山陽小野田市空家等

対策の推進に関する条例 

（旧）山陽小野田市空き家

等の適正管理に関する条例 

第１条（目的） 第１条（目的） 第１条（目的） 

第２条（定義） 第２条（定義） 第２条（定義） 

第５条（基本指針） 第３条（基本理念） 
 

 
第４条（民事による解決と

の関係） 

第３条（民事による解決と

の関係） 

第４条（市町村の責務） 

第 11 条（空家等に関する

データベースの整備等） 

第５条（市の責務） 第４条（市の責務） 

第３条（空家等の所有者等

の責務） 

第６条（空家等の所有者等

の責務） 
第５条（所有者等の責務） 

 
第７条（市民等の役割） 第６条（市民等の役割） 

第６条（空家等対策計画） 第８条（空家等対策計画） 
 

第７条（協議会） 第９条（協議会） 
 

第９条（立入調査等） 

第 10 条（空家等の所有者等

に関する情報の利用等） 

 
第７条（実態調査） 
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第 12 条（所有者等による空

家等の適切な管理の促進） 第 10 条（情報の提供又は助

言等） 
第 13 条（支援） 

第 13 条（空家等及び空家等

の跡地の活用等） 

 第 11 条（関係機関への協力

要請） 

第 11 条（関係機関への協力

要請） 

第 14 条（特定空家等に対す

る措置） 

【第１項】助言・指導 

【第２項】勧告 

【第３～８項、13 項】命令 

【第９項】代執行 

【第 10 項】略式代執行 

【第 11・12 項】標識の設置 

【第 14・15 項】国の指針 

 

第８条（助言、指導及び勧

告） 

第９条（命令） 

【第２項】 略式代執行 

第 10 条（公表） 

第 12 条（代執行） 

 
第 12 条（委任） 第 14 条（委任） 

第８条（都道府県による援

助） 
  

第 15 条（財政上の措置及び

税制上の措置等） 
  

第 16 条（過料）   
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第１章 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類 

その他の空家等に関する対策に関する基本的な方針 

 

第１節  空家等対策の基本的な考え方 

空家法には、所有者等の責務が次のように規定されています。 

（空家等の所有者等の責務） 

第３条 空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、

周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努

めるものとする。 

空家条例には、基本理念として次のように規定されています。 

（基本理念） 

第３条 空家等に関する対策の基本理念は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 地域住民の生命、身体又は財産を保護するとともに、その生活

環境の保全を図るため、空家等の適切な管理を促進すること。 

(2) 空家等が定住の促進及び地域振興のための有用な資源であるこ

とを認識して、活用を促進すること。 

(3) 市、空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）

及び市民等がそれぞれの役割を認識し、相互の理解と連携を図り

つつ、協働して取り組むこと。 

また、「空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本

的な指針（平成２７年総務省・国土交通省告示第１号）」を踏まえ、空家

等対策の基本的な考え方を次のとおりとします。 

空家等の管理について、第一義的には所有者等が自らの責任により的確

に対応することを前提とします。 

しかしながら、空家等の所有者等が、経済的な事情等から自らの空家等

の管理を十分に行うことができず、その管理責任を全うしない場合等も考

えられます。そのような場合においては、所有者等の第一義的な責任を前

提にしながらも、住民に最も身近な行政主体であり、個別の空家等の状況

（所有者等の特定）を把握することが可能な立場にある本市が、地域の実

情に応じて、地域活性化等の観点から空家等の有効活用を図る一方、周辺

の生活環境に悪影響を及ぼす空家等については、所要の措置を講じるなど、

空家等に関する対策を実施することを空家等対策の基本的な考え方としま

す。  
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第２節 空家等対策計画の位置付け 

１ 空家等対策計画の位置付け 

本計画は、空家法第６条第１項及び空家条例第８条に規定する空家等対

策計画とします。 

また、本市が定める各種計画のうち最も上位に位置する第二次山陽小野

田市総合計画や、まちづくりの指針となる山陽小野田市都市計画マスター

プランなど、関連する諸計画との連携を図り、空家等対策計画を推進して

いきます。 

 

  

 

市 

 

県 山口県住生活基本計画 

山陽小野田市住生活基本計画 
（平成３０年度策定予定） 

第二次山陽小野田市総合計画 

山陽小野田市空家等対策計画 

・都市計画マスタープラン 

・その他の計画 

山陽小野田市空家等対策の推進に関する条例  

 

国 空家等対策の推進に関する特別措置法 

空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための基本的な指針  

根拠 

整合 

連携 

整合 

根拠 

整合 

関連計画 

根拠 
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第３節 空家等に関する対策の対象とする地区 

図(序-2) 山陽小野田市空家等実態調査による空家等分布状況のとおり、

山陽小野田市全域に空家等が分布していることから、山陽小野田市全域を

空家等に関する対策の対象とする地区とします。 

 

第４節 対象とする空家等の種類 

１ 空家等の種類 

一般的に空家等と言われるものには、次の２種類があります。 

(１) 空家法第２条第１項に規定する空家等 

（定義） 

第２条 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属す

る工作物であって居住その他の使用がなされていないことが常態

であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）

をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するもの

を除く。 

空家等には、空家等に移行する前の建築物の用途が、住宅、住宅兼店

舗、店舗、事務所等様々なものがあります。 

(２) 建築物の空き室 

空家法に規定する空家等は、建築物（全体）の使用がなされていない

こと（全室空き室であること）が常態であるものとされているため、マ

ンションやアパート、長屋住宅における空き室は、空家法に規定する空

家等に該当しません。 

 

２ 計画の対象とする空家等 

山陽小野田市空家等対策計画の対象とする空家等は、空家法に規定する

空家等に該当するものすべてを本計画の対象とします。 

空家法の空家等には、空家等に移行する前の用途が住宅、住宅兼店舗、

店舗、事務所等様々なものがありますが、管理不適切空家等や特定空家等

に移行した場合には、従前の用途がどのようなものであっても周辺に悪影

響を与えることに変わりはないことから、空家等に移行する前の用途に関

係なく、空家法に規定する空家等はすべて本計画の対象とします。 

次に、建築物の空き室については、マンションやアパート、長屋住宅な

どの共同住宅の場合、全ての居住区画が不使用常態となったものを対象と
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し、それ以外は建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）等により対応す

ることになり、本計画の対象にはしません。 

 

第５節 空家等対策の取組方針 

１ 空家等の管理状況による区分 

序章-３第１節２人口の推移のとおり、本市の人口は今後も減少すること

が推計されていることから、空家等が増加することが想定されますが、空

家等の管理等の状況は様々ですので、画一的な対策を行うことは望ましく

ありません。 

空家等は、住宅・土地統計調査の類型によると、二次的住宅（別荘、そ

の他）、賃貸用の住宅及び売却用の住宅（以下これらを「活用が容易な空

家等」という。）及びその他の空家等に分けられ、活用方法や空家等の管

理の状況により、図のように区分されると考えられます。 

図：空家等の区分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図の(a)の空家等は、所有者等や宅地建物取引業者等が管理している場合

が多く、また居住等により建築物が活用される状態に移行しやすく、空家

等の所有者等が自らの責任により的確に対応している場合が多い状態です。 

図の(b)の空家等は、所有者等が管理を実施していない場合があり、管理

不適切空家等（図の(c)）や特定空家等（図の(d)）に移行しやすいため、空

家等の所有者等に対応を促す必要がある状態といえます。また、相続手続

きが行われていないこともあります。 

図の(c)や(d)の空家等は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼしているため、

第一義的には所有者等が自ら空家等の状態に応じ、修繕や除却等により的

確に対応する必要がありますが、管理責任を全うしない場合等においては、

（b） 

活用が容易な空家等 その他の空家等 

（二次的住宅（別荘、その他）、 
賃貸用、売却用） 

管理不適切空家等 （ｃ） 

特定空家等 （d） 

（a） 
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空家等の所有者等に所要の措置等を実施する必要がある状態といえます。 

 

２ 本市における取組方針 

空家等が増加すると見込まれる状況において、空家等を解体するだけで

なく、適切な管理及び活用できる空家等は活用することが望まれています。 

また、人々が生活していくためには住宅は必要不可欠なもので、良質な

住宅ストックの形成は、定住を促進するうえでも有用な施策であることか

ら、良質で活用が容易な空家等の割合を増加させることは、空家等率の減

少につながると考えられます。 

一方で、現に周辺の生活環境に悪影響を与えている空家等が存在してい

ます。 

本市では、これらの状態に応じた対策を実施するとともに、活用が容易

な空家等の状態に移行することを取組方針とし、管理不適切空家等を減ら

すため、所有者等へ空家等の適切な管理を促すための助言や指導等を行っ

ていきます。また、利活用の促進のために空家等の所有者等が必要とする

具体的な手続き（相続関係等）や、宅地建物取引業者等の情報提供等を行

うなどの空家等対策を実施していきます。 
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第２章 計画期間 

 

空家等対策計画の計画期間は次のとおりとします。 

５年間 ： 平成３０年度から平成３４年度まで 

これは、空家等対策計画の上位計画である第二次山陽小野田市総合計画の

計画期間並びに空家等対策計画を作成等する上で基礎資料となる空家等実態

調査の時期を勘案したものです。 

 

図（2-1） 計画期間 

年度 

計画名 

H29 

年度

(2017) 

H30 

年度  

(2018) 

H31 

年度  

(2019) 

H32 

年度  

(2020) 

H33 

年度  

(2021) 

H34 

年度  

(2022) 

H35 

年度  

(2023) 

H36 

年度  

(2024) 

H37 

年度  

(2025) 

第一次総合計画          

第二次総合計画 

基本構想（平成30年度 

～平成41年度） 

         

第二次総合計画 

基本計画 前期・中期 

         

総務省 

住宅･土地統計調査 

実施  ○     ○   

公表   ○     ○  

空家等実態調査 ○     ○    

山陽小野田市 

空家等対策計画 

         

 

 

  

前期 ４年 中期 ４年 
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第３章  空家等の調査に関する事項 

 

第１節 調査の種類及び概要 

空家等対策計画における空家等の調査は次の調査とします。 

調査名 概要 

実態調査 市内全域の空家等を対象とし、その所在地、外観の状

態等を調査し、空家等対策の基礎資料とするもの 

個別調査 空家条例第７条に基づく情報提供のあった空家等を対

象とし、その所在地、外観、所有者等を調査し、所有者

等への助言等の資料とするもの 

特定空家等調査 特定空家等と認められる可能性のある空家等を対象と

し、特定空家等であるか否かの判断をするため及び特

定空家等に対する措置の内容を検討するための資料と

するもの 

１ 実態調査 

目的 空家法第２条第１項及び空家条例第２条第１号に規定

する空家等の認定及び空家等対策の基礎資料 

調査実施者 調査業務受託者 

実施対象空家等 市内全域 

実施時期 おおむね５年ごと又は適宜に実施予定 

調査方法 敷地外からの外観調査 

調査内容 空家等の所在地等 

その他 ５年ごとに作成する空家等対策計画を踏まえ、状況に

より実施を検討する。 

２ 個別調査 

目的 管理不適切空家等の認定及び助言 

調査実施者 市職員 

実施対象空家等 空家条例第７条に基づき市に情報提供のあった空家等 

実施時期 随時 

調査方法 空家法第９条第１項による調査及び同法第１０条によ

る所有者等に関する情報の利用 

調査内容 空家等の所在地、外観の状態、所有者等 

その他 特定空家等と認められる空家等を除く。 
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３ 特定空家等調査 

目的 特定空家等であるか否かの判断、措置の内容 

調査実施者 市職員又は委任した者（専門家） 

実施対象空家等 空家条例第７条に基づき市に情報提供のあった空家等

のうち特定空家等（認められる可能性のあるものを含

む。） 

実施時期 随時 

調査方法 空家法第９条第１項による調査及び同法第１０条によ

る所有者等に関する情報の利用、空家法第９条第２項

による立入調査 

調査内容 空家等の所在地、状態、所有者等 

その他 調査を行う５日前までに所有者等にその旨について通

知を行う。ただし、通知することが困難な場合はこの限

りではない。 

 

第２節 空家等に関するデータベースの整備等 

空家法には、空家等に関するデータベースの整備等について次のように

規定されています。 

（空家等に関するデータベースの整備等） 

第１１条 市町村は、空家等（建築物を販売し、又は賃貸する事業を行

う者が販売し、又は賃貸するために所有し、又は管理するもの（周辺

の生活環境に悪影響を及ぼさないよう適切に管理されているものに限

る。）を除く。以下第１３条までにおいて同じ。）に関するデータベー

スの整備その他空家等に関する正確な情報を把握するために必要な措

置を講ずるよう努めるものとする。 

本市では、前節の各調査の結果のほか、空家法第１２条の助言又は、第

１４条及び空家条例第１０条の措置の実施状況のデータベース化に努める

こととします。 

なお、空家等の所有者等は売買、相続等により常に異動するほか、相続

手続きがなされていない空家等の所有者等の特定は困難であること、空家

等の状態は常に変化するものであることから、データベースの整備及び活

用にあたっては、これらに留意し、更新等に努めるものとします。  
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第４章 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

 

第１節 適切な管理が実施されない背景 

所有者等による適切な管理が実施されない背景として次のような理由が考

えられます。 

① 相続手続きがなされていない等により空家等の存在を知らないこと 

② 親族間で相続人（又は管理者）を誰にするのか決定されていないこと、又

は、相続放棄されていること 

③ 所有者等が高齢化又は遠方に居住していることにより、空家等の状況を把

握していないこと 

④ 所有者等が高齢化又は遠方に居住していることにより、自ら管理を実施す

ること又は管理に要する費用負担が経済的に困難であること 

⑤ 管理を依頼する先が不明であること 

⑥ 空家等の活用の方針が定まっていないことにより、管理の目的が安全確保

のみとなり管理意欲が低下していること 

⑦ 接道が無い等により解体が困難なこと 

⑧ 非課税の建物で未登記のため、所有者が確認できないこと 

⑨ 所有者等が認知症などにより、判断能力が十分でなく、適切な管理ができ

ないこと 

 

第２節 対応方針 

第１章第１節及び第５節に記載の空家等対策の基本的な考え方及び取組方

針は次のとおりです。 

 

１ 基本的な考え方 

空家等の管理について第一義的な責任を負うのは、その所有者等です。

しかしながら、経済的な理由等から所有者等がその責務を果たさず周辺の

住環境に悪影響が出てしまう場合も考えられます。そのような場合におい

ては、所有者等が適切に管理することを期待するばかりでは、近隣の住民

は安心な生活をおくることができません。  

空家法では、所有者等の第一義的な責任を前提にしながらも、市民に最

も身近な行政主体である市が、地域の実情に応じて地域活性化等の観点か

ら空家等の有効利用の促進を図る一方、周辺の生活環境に悪影響を及ぼす
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空家等については所要の措置を講じるなど、空家等に関する対策を実施す

ることを空家等対策の基本的な考えとします。 

 

２ 取組方針 

本市では、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、まずは

所有者等が自らの責任と負担において適切に管理しなければならないこと

や、具体的な管理方法、さらに特定空家等を放置すると固定資産税等の住

宅用地特例が除外されること等について、様々な機会をとらえて広く情報

提供を行います。 

また、必要に応じて登記簿や住民票及び戸籍謄本のほか固定資産税情報

などの利用により所有者等を特定し、適切な管理についての助言等を行い

ます。 

 

第３節 適切な管理を促進する施策 

１ 相談体制の整備 

空家等の所有者等に空家等の適切な管理を促すためには、所有者等の

様々な分野の相談に対応できる体制を整備することが望まれます。 

また、活用の方針が定まっていない空家等は、管理の目的が安全確保の

みとなり管理意欲が低下するほか、時間の経過とともに老朽化することに

より活用の範囲が狭まることが考えられます。一方で、活用の可能性につ

いて所有者等自らが判断し、活用の方針をただちに定めることは、困難な

場合があると考えられ、所有者等と第三者のマッチングを図る必要があり

ます。 

現在、次の相談窓口が設置されていますが、引き続き、維持管理、修繕、

リフォーム、リノベーション、相続、除却等の相談に対応できるよう各種

団体等と協議を行い、相談体制の整備を図ります。 

相談内容 設置者 

全般 山陽小野田市市民部 市民生活課 

移住ナビに関すること 山陽小野田市企画部 企画政策課 

移住・定住に関するもの 
山陽小野田市企画部 企画政策課 

（移住コンシェルジュ） 

空家等の所有者等からの相談全般 山口県司法書士会 
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売買等、管理又は有効利用に関す

ること 

全日本不動産協会山口県本部 

山口県宅建協会宇部支部 

登記に関する相談全般 山口地方法務局宇部支局 

 

２ 情報の提供 

空家等の調査により把握した所有者等に対して、空家等の状況のほか、

相談窓口等の情報の提供を行い、適切な管理の促進を図ります。 

なお、空家等の調査により収集した所有者等の個人情報を同意なく宅地

建物取引業者や空家等を活用したい方等の第三者に公開することはできま

せんが、所有者等へのアンケート等により所有者等の同意を得て、空家等

の情報を提供し、管理のみならず活用の促進を図ることも考えられます。 

 

３ 適切な管理に関する助言その他必要な援助又は指導 

空家等の調査により空家等が管理不適切空家等であった場合は、空家法

第１２条及び空家条例第１０条により、市は、所有者等に対して適切な管

理を促進するための助言を行います。また、利活用を促進するために、活

用希望者との接点を多くするための情報提供等の必要な援助又は周辺の生

活環境の保全を図るために必要な措置をとるよう指導を行います。 

 

第４節 普及啓発 

１ 現在、空家等の所有者等である方への普及啓発 

所有者等に対して、適切な管理は所有者等の責任において行われるべき

ものであることを理解してもらうことが重要であるため、周知を図ります。 

具体的には、広報や説明会の開催等により周知を図ることとしますが、

市外に居住している所有者等もいることから、空家等の調査において判明

した所有者等に対して、情報提供を行い、個々に周知することが必要とな

ります。 

 

２ 今後、空家等の所有者等となる方への事前の普及啓発 

空家等となる要因は様々ですが、住宅が空家等となった場合の活用の方

針をあらかじめ親族等で話しあっておくことが重要であるため、説明会や

相談会の開催等により周知を図ります。  



24 

第５章 空家等及び除却した空家等に係る跡地の活用の促進に関する事項 

 

第１節 対応方針 

空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）

は、中古住宅市場に流通しにくいこと、所有者等と活用希望者との接点が少

ないことにより、活用されにくい状態にあると考えられます。 

活用を促進するためには、中古住宅市場での流通を促進することや所有者

等と活用希望者の接点を多くすることが必要であるため、空き家バンク等を

活用しながら、これらを目指すことを対応の方針とします。 

 

第２節 空家等の活用の促進に関する事項 

１ 中古住宅市場への流通促進 

空家等を中古住宅市場に流通させるためには、所有者等と宅地建物取引

業者を引き合わせる必要がありますが、宅地建物取引業者が空家等の所有

者等の所在を調査することは困難な状況にあります。なお、市が空家等の

調査により収集した所有者等の個人情報を同意なく宅地建物取引業者や空

家等活用希望者等の第三者に公開することはできません。 

また、活用しようとする空家等の品質や性能に不安があることにより、

中古住宅市場において流通しにくいことも考えられます。 

そのため、次の事項を予算の範囲内で実施し、接点をつくり、空家等の

中古住宅市場への流通を図ります。 

● 説明会・相談会・セミナーの開催 

● 市と協定を締結した宅地建物取引業団体による相談体制の整備、周知 

● 移住ナビの制度の周知 

● 所有者等へのアンケート等により所有者等の同意を得て、空家等の情報

を第三者に提供する事業 

● その他広報周知により意識の啓発を図る事業 

 

２ 所有者等と活用希望者等との接点 

活用希望者等が空家等の所有者等の所在を把握し直接交渉することは、

宅地建物取引業者以上に困難であることから、両者を引き合わせる場を設

けることが重要であると考えられます。 

この場合、活用希望者等の活用希望方法と空家等の活用可能方法のマッ
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チングが重要となります。 

そのため、空家等の活用方法として、所有者等や自治会等への情報提供

に努めます。また、地域活性化を目的とした活用希望者等による活用を積

極的に検討します。 

● 空き家バンクの活用 

● 宅地建物取引業者等との協定書の締結 

 

３ 市の政策課題に取り組むための資源としての利活用 

定住の促進及び地域振興に関係する市の政策課題に取り組むための資源

としての空家等の利活用については、空家等の所有者等の意向が最優先さ

れることとなるため、空家等の所有者等から空家等又は空家等の跡地利用

についての相談があったときには、利活用について同意を得たうえで、空

家等の所有者等が同意した用途への利活用について、関係する課に対し照

会を行います。照会を受けた関係課は、自ら取り組む事業用としての利活

用を検討することで利活用の促進を図っていきます。 

 

第３節 空家等の跡地の活用の促進に関する事項 

空家等の跡地の活用方法として、新たに建築物を建築する、駐車場とする、

広場とする等がありますが、空家等の跡地が一定の道路に接していない場合

などは、建築基準法により建築が制限されることがあります。その他、例え

ば、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）における用途地域により用途

の制限が行われていることがあるなど法令により様々な制限がある場合があ

ります。 

こういった課題があることを認識し、空家等の建築場所、状態、所有者等

や親族の状況等に応じて、空家等の適切な管理方法、活用方法、空家等の跡

地の活用方法を包括して情報提供に努めます。  
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第６章  特定空家等に対する措置その他の特定空家等への対処に関する事項 

 

第１節 特定空家等に対する市の対応 

特定空家等に対する市の対応は、次のとおりです。 

   

市への情報提供（空家条例第７条） 空家等実態調査 

外観調査 ※外観目視による調査（管理不適切な状態・周辺影響等）  

特定空家等と認める可能性 

がある管理不適切空家等 

特定空家等と認められない 

管理不適切空家等 

○空家法第９条第３項による 
通知（規則様式第３号） 

空家法第１２条、 

空家条例第１０条 

による助言等 

空家法第９条第２項による 
立入調査 

○判断基準による特定空家 
等であるか否かの判断 

特定空家等と認めるときの 
通知 

特定空家等と認められない 
管理不適切空家等 

○規則第４条第１項による 
通知（規則様式第５号） 

空家法第１４条第１項の規定による助言又は指導  

○勧告を行おうとするときは、協議会の意見を聴く  

空家法第１４条第２項の規定による勧告  

※敷地が固定資産税等の住宅用地特例の対象から除外  

空家法第１４条第３項の規定による命令  

※命令に違反した場合は５０万円以下の過料  
○代執行を行おうとするときは、協議会の意見を聴く  

空家法第１４条第９項の規定による代執行  
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第２節 特定空家等に対する措置の内容 

１ 空家法に規定される措置 

空家法には特定空家等に対して次の措置が規定されています。 

(１) 第１４条第１項の規定による助言又は指導 

(２) 第１４条第２項の規定による勧告 

(３) 第１４条第３項の規定による命令 

(４) 第１４条第９項の規定による代執行 

(５) 第１４条第１０項の規定による略式代執行 

 

２ 空家条例等に規定される事項 

空家条例及び規則には特定空家等に対しては次の事項が規定されていま

す。 

(１) 空家条例第１０条の規定による情報の提供 

(２) 規則第４条の規定による特定空家等の通知 

(３) 規則第６条の規定により勧告の前に協議会の意見を聴く。 

(４) 規則第８条又は第９条の規定により代執行の前に空家等対策協議会の

意見を聴く。 

 

３ 特定空家等に対する措置の指針 

国が示した「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図るため

に必要な指針（ガイドライン）（以下「ガイドライン」という。）に基づ

いて措置します。 

 

第３節 特定空家等の判断基準 

１ 特定空家等の定義 

特定空家等は、空家法第２条第２項に次のように規定されています。 

（定義） 

第２条 略 

２ この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊

等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有

害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことによ

り著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を

図るために放置することが不適切である状態にあると認められる
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空家等をいう。 

その他、ガイドラインの別紙１から別紙４までに判断に際して参考とな

る基準が記載されています。 

 

２ 本市における特定空家等であるか否かの判断 

市への情報提供があった空家等に対して、空家法第９条第１項及び規則

第３条第１項の規定に基づき個別調査を行い、所有者等へ空家法第１２条

の規定による助言並びに空家条例第１０条の援助又は指導を行っても改善

がなく、特定空家等と認められる可能性がある場合は、空家法第９条第３

項による通知のうえ、同条第２項による立入調査を行い、特定空家等であ

るか否かの判断を行います。 

 

特定空家等であるか否かの判断に際しては、空家法の定義、ガイドライ

ンの判断に際して参考となる基準及び協議会の協議を経て定めた次項の

「特定空家等判断基準」に基づき判断します。なお、判断基準の変更が必

要となった場合は、再度協議会での協議を経て変更します。 
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（様式掲載）　　特定空家等判断基準表

1、建築物が著しく保安上危険となるおそれがある

（1）建築物が倒壊等するおそれがある

（イ）

　著しい 評点
5　　　4　　　3　　　2　　　1　　　0

　著しい 評点
5　　　4　　　3　　　2　　　1　　　0

（ロ）

　著しい 評点
5　　　4　　　3　　　2　　　1　　　0

　著しい 評点
5　　　4　　　3　　　2　　　1　　　0

　著しい 評点
5　　　4　　　3　　　2　　　1　　　0

（ハ）

　改修困難　　　　　　　　　　　　容易 評点
5　　　4　　　3　　　2　　　1　　　0

　改修困難　　　　　　　　　　　　容易 評点
5　　　4　　　3　　　2　　　1　　　0

（2）屋根、外壁等が脱落、飛散等するおそれがある

（イ）

　改修困難　　　　　　　　　　　　容易 評点
5　　　4　　　3　　　2　　　1　　　0

　改修困難　　　　　　　　　　　　容易 評点
5　　　4　　　3　　　2　　　1　　　0

　改修困難　　　　　　　　　　　　容易 評点
5　　　4　　　3　　　2　　　1　　　0

　改修困難　　　　　　　　　　　　容易 評点
5　　　4　　　3　　　2　　　1　　　0

（ロ）

　改修困難　　　　　　　　　　　　容易 評点
5　　　4　　　3　　　2　　　1　　　0

　改修困難　　　　　　　　　　　　容易 評点
5　　　4　　　3　　　2　　　1　　　0

建
築
物
の
著
し
い
傾
斜

基礎に大きな亀裂、多数のひび割れ、変形又は破損が生じているか否か、腐食又は蟻害によって土台に大きな断面欠損
が発生しているか否か、基礎と土台に大きなずれが発生しているか否かなどを基に総合的に判断する。

基礎に不同沈下がある。

柱が傾斜している。

・ 基礎と土台にずれが発生している。

調
査
項
目

部材の破損や不同沈下等の状況により建築物に著しい傾斜がみられるかどうかを基に総合的に判断する。

調
査
項
目

・

・

・ 基礎が破損又は変形している

・ 土台が腐朽又は破損している。

柱、はり、筋かい腐朽、破損又は変形している。

合計

評価 ①

・ 柱とはりにずれが生じている。

〔　調査1　〕

必
須
項
目

全部又は一部において不陸、剥離、破損又は脱落が発生しているか否か、緊結金具に著しい腐食があるか否かなどを基
に総合的に判断する。

・ 屋根が変形している。

・ 屋根ふき材が剥離している。

・ 軒の裏板、たる木等が腐朽している。

必
須
項
目

建
築
物
の
構
造
耐
力
上
主
要
な
部
分
の
損
傷
等

合計

調
査
項
目

構造上主要な部分である柱、はり、筋かいに大きな亀裂、多数のひび割れ、変形又は破損が発生しているか否か、腐食又
は蟻害によって構造上主要な柱等に大きな断面欠損が発生しているか否か、柱とはりの接合状況などを基に総合的に判
断する。

・

調
査
項
目

評価 ②

屋
根
ふ
き
材

、
ひ
さ
し
又
は
軒

・ 軒がたれ下がっている。

・ 壁体を貫通する穴が生じている

・

調
査
項
目

外壁の仕上材料が剥落、腐朽又は破損し、下地が露出し
ている。
外壁のモルタル等の外装材に浮きが生じている。

全部又は一部において剥離、破損又は脱落が発生しているか否かなどを基に総合的に判断する。

外
壁
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（ハ）

　改修困難　　　　　　　　　　　　容易 評点
5　　　4　　　3　　　2　　　1　　　0

　改修困難　　　　　　　　　　　　容易 評点
5　　　4　　　3　　　2　　　1　　　0

　改修困難　　　　　　　　　　　　容易 評点
5　　　4　　　3　　　2　　　1　　　0

　改修困難　　　　　　　　　　　　容易 評点
5　　　4　　　3　　　2　　　1　　　0

（ニ）

　改修困難　　　　　　　　　　　　容易 評点
5　　　4　　　3　　　2　　　1　　　0

　改修困難　　　　　　　　　　　　容易 評点
5　　　4　　　3　　　2　　　1　　　0

（ホ）

　改修困難　　　　　　　　　　　　容易 評点
5　　　4　　　3　　　2　　　1　　　0

　改修困難　　　　　　　　　　　　容易 評点
5　　　4　　　3　　　2　　　1　　　0

2.擁壁が老朽化し危険となるおそれがある

（イ）

　改修困難　　　　　　　　　　　　容易 評点
5　　　4　　　3　　　2　　　1　　　0

　改修困難　　　　　　　　　　　　容易 評点
5　　　4　　　3　　　2　　　1　　　0

　改修困難　　　　　　　　　　　　容易 評点
5　　　4　　　3　　　2　　　1　　　0・ ひび割れが発生している。

合計

評価 ⑥

評価 ⑤

選
択
項
目

擁
壁

擁壁の地盤条件、構造緒元及び障害状況並びに老朽化による形状の程度などを基に総合的に判断する。

調
査
項
目

・ 擁壁表面に水がしみ出し、流出している。

・ 水抜き穴の詰まりが生じている。

選
択
項
目

門
又
は
塀

全部又は一部においてひび割れや破損が発生しているか否か、傾斜が見られるなどを基に総合的に判断する。

調
査
項
目

・ 門、塀にひび割れ、破損が生じている。

・ 門、塀が傾斜している。

合計

・ 屋外階段、バルコニーが傾斜している。

合計

評価 ④

合計

評価 ③

選
択
項
目

屋
外
階
段
又
は
バ
ル
コ

ニ
ー

全部又は一部において腐食、破損又は脱落が発生しているか否か、傾斜が見られるかなどを基に総合的に判断する。

調
査
項
目

・ 屋外階段、バルコニーが腐食、破損又は脱落している。

選
択
項
目

看
板

、
給
湯
設
備

、
屋
上
水
槽
等

転倒が発生しているか否か、剥離、破損又は脱落が発生しているか否か、支持部分の接合状況などを基に総合的に判断
する。

調
査
項
目

・ 看板の仕上材料が剥落している。

・ 看板、給湯設備、屋上水槽等が転倒している。

・ 看板、給湯設備、屋上水槽等が破損又は脱落している。

・
看板、給湯設備、屋上水槽等の支持部分が腐食してい
る。
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整理番号

1 空家等所在地

2 調査内容

【調査1】建築物の保安上危険度

区分 項目 評価

著しい傾斜

屋根ふき材、ひさし又は軒

外壁

看板、給湯設備、屋上水槽等

③

屋外階段又はバルコニー

④

門又は塀
⑤

擁壁が老朽化し危険
となるおそれがある
（選択）

擁壁

⑥

【調査2】周辺(隣接地や前面道路等)への影響

レベル3 レベル2 レベル1

隣接地への影響
危害（被害）が生じる可能性が高
い

このまま放置しておくと危害（被
害）が生じる可能性がある

現状においては、ただちに危害
（被害）を与えるおそれは小さい

前面道路の通行人等
への影響

危害（被害）が生じる可能性が高
い

このまま放置しておくと危害（被
害）が生じる可能性がある

現状においては、ただちに危害
（被害）を与えるおそれは小さい

3　判定

【判定】
　調査1及び調査2により総合的に判断する（判定A：調査1の評価　3.5以上かつ調査2の評価レベル3）
　
　判定A・・・特定空家等と判定
　判定B・・・そのまま放置すれば特定空家等となるおそれがある空家等

・屋外階段、バルコニーが腐食、破損又は脱落している
・屋外階段、バルコニーが傾斜している

・門、塀にひび割れ、破損が生じている
・門、塀が傾斜している

・擁壁表面に水がしみ出し、流出している
・水抜き穴の詰まりが生じている
・ひび割れが発生している

項目
判断基準

レベル評価

特定空家等判定調査票（建築物等）

山陽小野田市

建築物が倒壊等する
おそれがある（必須）

構造耐力上主要な部分の損傷等

調査員氏名調査日時

判断基準

・基礎に不同沈下がある
・柱が傾斜している

屋根、外壁等が脱
落、飛散等するおそ
れがある（必須）

屋根、外壁等が脱
落、飛散するおそれ
がある（選択）

①

②

・基礎が破損又は変形している
・土台が腐朽又は破損している
・基礎と土台にずれが発生している

・柱、はり、筋かいが腐朽、破損又は変形している
・柱とはりにずれが発生している

・屋根が変形している
・屋根ふき材が剥離している
・軒の裏板、たる木が腐朽している
・軒がたれ下がっている

・壁体を貫通する穴が生じている
・外壁の仕上材料が剥落、腐朽又は破損し、下地が露出している
・外壁のモルタルやタイル等の外装材に浮きが生じている

・看板の仕上材が剥落している
・看板、給湯設備、屋上水槽等が転倒している
・看板、給湯設備、屋上水槽等が破損又は脱落している
・看板、給湯設備、屋上水槽等の支持部分が腐食している
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※区分 （法第２条第２項に規定する特定空家等の定義のうち該当する状態を表すもの）

２（１）

２（２）

３（１）

３（２）

４（１）

４（２）

４（３）

【調査１】

原因 区分

３（２）

３（２）

４（１）

４（１）

４（１）

窓 ３（２）または４（３）

４（３）

４（３）

２（２）または３（２）

２（２）または３（２）

吹付け
石綿

２（１）

排水 ４（３）

臭気 ２（１）または２（２）または４（２）

【調査２】 周辺（隣接地や前面道路等)への影響

レベル１

現状においては、ただちに危害（被害）
を与えるおそれは小さい

現状においては、ただちに危害（被害）
を与えるおそれは小さい

ー

ー

ー

ー

ー

判断基準

危害（被害）が生じる可能性が高い

危害（被害）が生じる可能性が高い

レベル３ レベル２

このまま放置しておくと危害（被害）が
生じる可能性がある

このまま放置しておくと危害（被害）が
生じる可能性がある

臭気がする

判断基準

屋根が敷地外から一部しか見えない

投影面積の8割以上に蔓が繁茂

走行に支障があり走行部分の高さ3.0ｍ
以内に50ｃｍ以上はみ出している

敷地外に50ｃｍ以上はみ出している

電線を覆っている

ガラスが欠損している窓が半数以上

破損等により施錠することが困難

破損等により門扉がない

敷地面積の5割以上に散乱し、敷地外か
ら容易に見ることができる

山積みの高さが50ｃｍ以上で、敷地外か
ら容易に見ることができる

吹付け石綿又は吹付け石綿が使用され
た部分に破損等が見られる

降雨後も敷地外に排水があふれている

敷地境界で、強い臭い強烈な臭い

門扉等が施錠されていない

散乱している

山積みされている

飛散または暴露している

排水があふれている

空家等に棲みついた動物等が原因

建築物等の不適切な管理等が原因

周辺が森、林等でないこと

ヒビのみを除き、建物全体の窓ガラス
の枚数（板等で塞がれている箇所を
除く）を全体数とする

出入り可能な場所まで容易に人の侵
入が可能な空家等であること

建築物又は設備等の破損等が原因

ごみの放置、不法投棄が原因

既存の景観に関するルールに著しく不調和な状態

周囲の景観と著しく不調和な状態

立木が原因

枝等が通行部分にはみ出してい
る

枝等が敷地外（道路等を除く）に
はみ出している

枝等が電線等にかかっている

窓ガラスが割れている

地上階の出入り可能な場所が施
錠されていない

隣接地への影響

前面道路の通行人等への影響

特定空家等判断基準表（衛生上有害等）

そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態

適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態

出入り口

ごみ等

項目

その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態

立木

条件

目で見るアスベスト建材（第2版）国
土交通省のレベル1に該当するもの
であること

排水溝がつまっていること

臭いの発生場所を特定できること

状況

空家等を覆う

調査１

該当

非該当

レベル３

レベル２

レベル１

調査２

調査２

レベル３

レベル２

レベル１

判定Ａ

判定Ｂ

判定Ｂ

判定Ｂ

判定Ｂ

判定Ｂ
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整理番号 調査日時　　年　　月　　日（　）　　時　　分 調査員氏名

1 空家等所在地

2 調査内容

【調査1】
【調査2】 判定基準レベル1～3を記入

前面道路の通行
人等への影響

窓②

吹付け
石綿⑤

排水⑥

臭気⑦

【調査2】周辺（隣接地や前面道路等）への影響

該当・非該当
の別

判断基準状況原因
隣接地への影響

山積みされている

飛散または暴露している

排水があふれている

臭気がする

山積みの高さが50cm以上で、敷地外から
容易に見る事ができる

吹付け石綿又は吹付け石綿が使用された
部分に破損等が見られる

降雨後も敷地外に排水があふれている

敷地境界で、強い臭い・強烈な臭い

判断基準

空家等を覆う

枝等が通行部分にはみ出し
ている

枝等が電線等にかかってい
る

窓ガラスが割れている

地上階の出入り可能な場所
が施錠されていない

門扉が施錠されていない

散乱している
敷地面積の5割以上に散乱し、敷地外から
容易に見ることができる

3　判定

【判定】
　・調査1及び調査2により総合的に判断する。
　　　判定A・・・特定空家等と判定
　　　判定B・・・そのまま放置すれば特定空家等となるおそれがある空家等

項目

隣接地への影響

前面道路の通行人等への影響
このまま放置しておくと危害（被
害）が生じる可能性がある

危害（被害）が生じる可能性が高
い

レベル1

現状においては、ただちに危害（被
害）を与えるおそれは小さい

現状においては、ただちに危害（被
害）を与えるおそれは小さい

レベル2レベル3

このまま放置しておくと危害（被
害）が生じる可能性がある

危害（被害）が生じる可能性が高
い

特定空家等判定調査票（衛生上有害等）

ごみ等④

山陽小野田市

立木等①

出入り口
③

枝等が敷地外（道路等を除
く）にはみ出している

屋根が敷地外から一部しか見えない

投影面積が8割以上に蔓が繁茂

走行に支障があり走行部分の高さ3.0ｍ以
内に50cm以上はみ出している

敷地外に50cm以上はみ出している

電線を覆っている

ガラスが欠損している窓が半数以上

破損等により施錠することが困難

破損等により門扉がない
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３ 特定空家等の所有者等に対する通知 

特定空家等であると認めるときは、規則第４条第１項に基づき、特定空

家等の所有者等に特定空家等該当通知書（規則様式第５号）により通知し

ます。 

なお、所有者等による修繕等により特定空家等の状態が改善され、特定

空家等でないと認められるときは、規則第４条第２項に基づき、空家等の

所有者等に特定空家等状態改善通知書（規則様式第６号）により通知しま

す。 

 

第４節 特定空家等の所有者等への助言又は指導 

１ 助言 

特定空家等の所有者等に対する助言は、規則第５条第１項により、原則

として文書で実施します。 

 

２ 指導 

特定空家等の所有者等に対する指導は、規則第５条第２項により、助言

を行っても特定空家等の状態に改善が認められないとき、又は助言ができ

ないときに、指導書（規則様式第７号）で実施します。 

 

３ 助言又は指導の内容 

助言又は指導において所有者等に告知すべき事項は、ガイドラインを参

考に特定空家等や所有者等の状況に応じて行います。 

なお、指導の文書には、特定空家等の状態、指導事項、履行期限等のほ

か、「指導したにもかかわらず、特定空家等の状態が改善されないと認め

られるときは、空家法第１４条第２項の規定により勧告を行うことがある

こと」を記載します。 

 

４ 再度の助言又は指導 

助言又は指導を行ったにもかかわらず、特定空家等の状態が改善されな

いときは、勧告を行う場合を除き、所有者等による修繕等を促すため、再

度の助言又は指導を行うものとします。 
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第５節 特定空家等の所有者等への勧告 

１ 勧告の検討 

指導書に記載の履行期限後において、現地確認の結果、特定空家等の状

態が改善されていない場合は、ガイドラインを参考に、勧告を行うか否か

の検討を行うこととします。 

 

２ 協議会の意見 

前項の検討の結果、勧告を行おうとするときは、規則第６条第１項の規

定により協議会の意見を聴くこととします。 

これは、勧告の実施並びに措置の内容や履行期限等の妥当性について意

見を聴くものです。 

 

３ 勧告 

協議会の意見を聴き、勧告を行うときは、勧告書（規則様式第９号）に

より行います。 

 

４ 固定資産税等の住宅用地特例 

勧告を行うと特定空家等の敷地が地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

第３４９条の３の２又は同法第７０２条の３の規定に基づき、住宅用地に

対する固定資産税又は都市計画税の課税標準の特例を受けている場合に

あっては、勧告により、当該敷地について、当該特例の対象から除外され

ることになります。 

なお、勧告の措置の内容の実施等により、特定空家等の状態が改善され、

特定空家等でないと認められるときは、再度、当該特例の対象となること

となります。 

 

５ 固定資産税担当部署への連絡 

勧告を行った場合は、前項の特例の対象から除外されることになること

から、勧告を行った旨を固定資産税担当部署に連絡します。なお、１月１

日までに勧告したものが、翌年度より住宅用地特例の対象から除外されま

す。 

 

第６節 特定空家等の所有者等への命令 

１ 命令の検討 
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勧告書に記載の措置の履行期限後において、現地確認の結果、特定空家

等の状態が改善されていない場合は、ガイドラインを参考に、命令を行う

か否かの検討を行うこととします。 

 

２ 手続き 

命令を行う際に必要な手続きは、空家法第１４条第４項から第８項まで

に規定されています。なお、空家法第１４条第１３項により、行政手続法

（平成５年法律第８８号）第３章（同法第１２条（処分の基準）及び同法

第１４条（不利益処分の理由の提示）を除く。）の規定は適用しないこと

とされています。 

具体的には、次の手続きとなります。なお、手続きの詳細は、空家法及

び規則並びにガイドラインによります。 

(１) 所有者等への事前通知 

(２) 所有者等による公開による意見聴取の請求 

(３) 公開による意見の聴取 

(４) 命令の実施 

(５) 標識の設置その他国土交通省令・総務省令で定める方法による公示 

 

３ 過料 

空家法第１６条には、次のように規定されています。 

（過料） 

第１６条  第１４条第３項の規定による市町村長の命令に違反した

者は、５０万円以下の過料に処する。 

２ 第９条第２項の規定による立入調査を拒み、妨げ、又は忌避した

者は、２０万円以下の過料に処する。 

 

第７節 特定空家等に係る代執行 

１ 代執行の検討 

代執行については、空家法第１４条第９項に規定されるほかガイドライ

ンに次のように記載されていることから、これらを参考に、代執行を行う

か否かの検討を行うこととします。 

空家法第１４条第９項は、行政代執行の要件を定めた行政代執行法（昭

和２３年法律第４３号）第２条の特則であり、「第３項の規定により必要
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な措置を命じた場合において、その措置を命ぜられた者がその措置を履行

しないとき、履行しても十分でないとき又は履行しても同項の期限までに

完了する見込みがないとき」は、行政代執行法の定めるところに従い、代

執行できることとしたものであります。 

 

代執行できる措置については、 

● 他人が代わってすることのできる義務（代替的作為義務）に限られ

ること 

● 当該特定空家等による周辺の生活環境等の保全を図るという規制目

的を達成するために必要かつ合理的な範囲内のものとしなければ

ならないこと 

上記２つの要件を満たす必要があります。 

 

２ 協議会の意見 

前項の検討の結果、代執行を行おうとするときは、規則第８条第１項の

規定により協議会の意見を聴くこととします。これは、代執行を行うこと

等の妥当性について意見を聴くものです。 

 

３ 手続き 

代執行を行う際に必要な手続きは、行政代執行法第３条から第６条まで

に規定されています。 

具体的には、次の手続きとなります。なお、手続きの詳細は、行政代執

行法第３条から第６条まで及び規則並びにガイドラインによります。 

(１) 文書による戒告、再戒告 

(２) 代執行令書による通知 

(３) 執行責任者の証票の携帯及び呈示 

(４) 費用の徴収（国税滞納処分の例による強制徴収が認められる。） 

 

第８節 特定空家等に係る財産管理人制度の活用 

１ 財産管理人制度の検討 

所有者等の所在不明や相続人不在の事案において、関係者への働きかけ

を行ったにもかかわらず空き家問題の解決に至らなかった場合には、市が

主体的に解決に向けた対応をとる必要があります。 
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具体的には、略式代執行と財産管理人制度の活用が考えられます。いず

れの手法を用いるべきか、空家等の売却可能性を考慮の上、費用対効果を

検証して選択する必要があります。 

不動産が換価可能であれば、略式代執行の検討を行う前に財産管理人制

度の活用について考えてみる必要があります。 

財産管理人制度には、不在者財産管理人制度と相続財産管理人制度があ

ります。 

不在者財産管理人制度とは、従来の住所地等を去り、容易に戻る見込み

のない者（不在者）に財産管理人がいない場合に、裁判所により選任され

た不在者財産管理人が土地等の財産の管理や保存を行う制度です。 

相続財産管理人制度とは、死亡した者に相続人のあることが明らかでな

い場合に、裁判所により選任された相続財産管理人が土地等の相続財産の

管理や処分を行い、最終的に残余財産があれば国庫に帰属させる手続きを

行う制度です。 

財産管理人制度を利用する場合、不動産が換価可能であれば、結果的に

は市が費用を負担することなく、所有者不明や相続人不存在の事案におい

ても空き家問題の解決が図れるメリットがありますが、空家等の換価が困

難で手続きの進行が膠着した場合では、当面の空家等の修繕費用及び除却

費用並びに樹木伐採費用等を申立人である市が負担を求められたり、裁判

所に収めた予納金が回収できなかったりといったデメリットがあります。 

したがって、空家等の売却可能性の有無及び程度等に鑑みて費用対効果

を検証し、慎重に検討する必要があります。 

 

２ 手続き 

財産管理人制度を活用するためには、市が利害関係人として、所有者等

が所在不明である場合には同人の最後の住所地を、相続人不存在の場合に

は被相続人の最後の住所地を管轄する家庭裁判所に申し立てを行う必要が

あります。申立後に、予納金を裁判所に予納すると、財産管理人が選任さ

れて、財産管理人による管理が開始します。 

 

第９節 特定空家等に係る略式代執行 

１ 略式代執行の検討 

略式代執行については、空家法第１４条第１０項の規定により、過失が
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なくてその措置を命ぜられるべき者を確知することができないとき（過失

がなくて助言若しくは指導又は勧告が行われるべき者を確知することがで

きないため命令を行うことができないときを含む。）に行うことができる

とされています。 

略式代執行を行うか否かについては、所有者等の調査状況、特定空家等

の状態及び周辺の生活環境等への影響を勘案する必要があります。 

 

２ 協議会の意見 

前項の検討の結果、略式代執行を行おうとするときは、規則第９条第１

項の規定により協議会の意見を聴くこととします。 

これは、略式代執行を行うこと等の妥当性について意見を聴くものです。 

 

３ 手続き 

略式代執行を行う際に必要な手続きは、空家法第１４条第１０項に規定

されています。 

具体的には、次の手続きとなります。なお、手続きの詳細は、空家法第

１４条第１０項及び規則並びにガイドラインによります。 

(１) 事前の公告 

(２) 特定空家等に対する必要な措置をとるべき義務者が判明した場合の

費用の徴収（費用の請求） 

 

第１０節 必要な措置が講じられた場合の対応 

１ 所有者等への通知 

所有者等による修繕等により特定空家等の状態が改善され、特定空家等

でないと認められるときは、規則第４条第２項に基づき、空家等の所有者

等に特定空家等状態改善通知書（規則様式第６号）により通知します。 

 

２ 固定資産税担当部署への連絡 

特定空家等の所有者等へ勧告を行っていた場合は、固定資産税等の住宅

用地特例の対象から除外されることになりますが、勧告の措置の内容の実

施等により、特定空家等の状態が改善され、特定空家等でないと認められ

るときは、再度、当該特例の対象となることから、固定資産税担当部署に

連絡を行います。なお、１月１日までに特定空家等状態改善通知をしたも

のが、翌年度より、再度、住宅用地特例の対象となります。  
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第７章  住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

 

１ 相談の内容 

空家等に関する相談は、空家等の所有者等自らによるものから、空家等

が適切に管理されないことにより悪影響を受けている又はそのおそれのあ

る市民等からによるものなどがあります。 

また、相談内容は法令や税に関することから、市の各種補助制度等に関

するもののほか、宅地建物取引業者等の専門家でなければ回答が難しいも

のまであります。 

 

２ 相談の体制 

前項のような多岐多様な相談に対して、相談者が相談内容に応じて該当

する窓口を選択して相談することは非常に困難なことから、本市では、次

の部署を空家等対策全般の総合相談窓口とし、全般的な対応を行います。 

また、相談内容に応じて、適切な部署や窓口（第４章第３節１ 相談体制

参照）を紹介することにより対応いたします。 

 

 

 

  

総合相談窓口 

山陽小野田市市民部市民生活課  

電  話 ０８３６－８２－１１３３ 

ＦＡＸ ０８３６－８２－１２４０ 

メール shiminseikatsu@city.sanyo-onoda.lg.jp 
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第８章 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

 

第１節 市の組織 

１ 市の担当部署 

空家等がもたらす問題は、多岐に渡り行政内部の様々な課が連携して対

処すべき政策課題であり、関係する課が協力して対策を実施するものとし

ます。市の担当部署は次のとおりです。 

実施内容 担当部署 

空家等対策全般に関すること 
市民部 市民生活課 

管理不適切空家等に関すること 

移住ナビに関すること 
企画部 企画政策課 

移住定住の促進に関すること 

空家等の課税に関すること 

総務部 税務課 勧告した特定空家等の固定資産税等の住宅用

地特例の解除に関すること 

 

２ 協議会 

空家法第７条第１項に規定する空家等対策協議会として、空家条例第９

条第１項により、協議会を設置しています。 

なお、協議会は、空家法に規定されているとおり、空家等対策計画の作

成及び変更並びに実施に関する協議を行うほか、同計画の実施の一環とし

て、空家等が特定空家等に該当するか否かの判断、空家等の調査及び特定

空家等と認められるものに対する立入調査の方針、特定空家等に対する措

置の方針などに関する協議を行います。 

 

３ 庁内検討機関 

空家等対策においての利活用や問題の解決に向け、防災、衛生、景観等

多岐にわたる政策課題について検討するため、庁内に関係部局による山陽

小野田市庁内空家等対策委員会を設置しています。 

 

第２節 関係団体 

１ 相談窓口 

第４章第３節１ 相談体制の整備に記載のとおり既に設置されている相



42 

談窓口が次のとおりあります。 

相談内容 設置者 

空家等の所有者等からの相談全般 山口県司法書士会 

℡ 083-924-5220 

売買等、管理又は有効利用に関する

こと 

全日本不動産協会山口県本部 

℡ 083-974-2103 

山口県宅建協会宇部支部 

℡ 0836-32-8188 

登記に関する相談全般 山口地方法務局宇部支局 

℡ 0836-21-7211 

引き続き、様々な相談に対応できるよう各種団体等と協議を行い、相談

体制の整備を図ります。 
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第９章 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

 

第１節 空家等対策の効果の検証 

１ 指標及び指標の考え方 

空家等対策の取組方針（第１章第５節２ 本市における取組方針参照）に

より設定するもので、効果の検証のための指標は、次の２つとします。 

 

指標１  管理不適切空家等率 

空家等実態調査による空家等総数におけるＤランク（建築物全体に

危険な損傷が認められ、放置すれば倒壊の危険性が高まると考えられ

る。）、Ｅランク（建築物全体に危険な損傷が激しく、倒壊の危険性

が考えられる。）の空家等の割合（単位：％） 

 

○考え方 

所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する施策及び特定

空家等に対する措置等の効果を検証 

 

Ｄ・Ｅランクの空家等の割合の減少  ⇒  効果あり 

 

例：所有者等が、空家等の適正な管理・措置を行うことにより、Ｄ・

Ｅランクの空家等をＡ・Ｂ・Ｃランクの空家等とする。又は、Ｄ・

Ｅランクの空家等を除却すること等により、Ｄ・Ｅランクの空家

等の割合を減らす。 

 

指標２  活用容易空家等率 

空家等実態調査による空家等総数におけるＡランク（目立った損傷

は認められない。）、Ｂランク（部分的な損傷はあるが、危険な損傷

は認められない。）の割合（単位：％） 

 

○考え方 

空家等の活用の促進に関する施策の効果を検証 

 

Ａ・Ｂランクの空家等の割合の増加  ⇒  効果あり 
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例：所有者等が、空家等の適正な管理・措置を行うとともに、リフォー

ム等により、Ｃランクの空家等をＡ・Ｂランクの空家等とする。

又は、Ａ・Ｂランクの空家等のランクを維持すること等により、

Ａ・Ｂランクの空家等の割合を増やす。 

 

２ 取組方針 

本市では、これらの状態に応じた対策をそれぞれ実施するとともに、空

家等を活用が容易な空家等の状態に移行することを空家等対策の取組方針

とし、空家等対策を実施します。 

 

３ 目標指標 

平成２９年度の空家等実態調査による本市の指標は次のとおりです。 

図（9-1） 

 平成２９年度 

空家等総数 1,269戸 

不良度判定別空家等数  

Ａランク 106戸 

Ｂランク 276戸 

Ｃランク 787戸 

Ｄランク 70戸 

Ｅランク 30戸 

指標１  管理不適切空家等率 7.88％ 

指標２  活用容易空家等率 30.10％ 

 

住宅・土地統計調査による全国の空き家数は、平成２０年調査時では   

７５７万戸から平成２５年調査時では８２０万戸と、５年間で６３万戸増加

しており、増加率は８．３２％となっています。これを元に、平成２９年度か

ら次回の空家等実態調査実施予定である平成３４年度までの５年間の山陽小

野田市の空き家の増加率を、８．３２％とすると、平成３０年度から平成３４

年度までの５年間で空き家総数が１０６件増加し、１，３７５件と予想され

ます。 

目標値として、Ｄ・Ｅランクの空き家を少しでも減らし、Ａ・Ｂランクの
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空き家を少しでも増やすべく、Ｄ・Ｅランクの空き家の増加率を８．３２％よ

り５ポイント減の３．３２％、Ａ・Ｂランクの空き家の増加率を８．３２％よ

り２ポイント増の１０．３２％とすると、平成３０年度から平成３４年度ま

での５年間で、 

Ａランクの空家等は、１０６件から１１件増加で１１７件 

Ｂランクの空家等は、２７６件から２８件増加で３０４件 

Ｄランクの空家等は、７０件から２件増加で７２件 

Ｅランクの空家等は、３０件から１件増加で３１件 

となります。 

その結果、 

Ｄ・Ｅランクの管理不適切空家等率が７.４９％以下 

（平成３４年度Ｄ・Ｅランク空家等数１０３件／平成３４年度空家等数１,３７5件＝７.49％） 

Ａ・Ｂランクの活用容易空家等率が３０.６２％以上 

（平成３４年度Ａ・Ｂランク空家等数４２１件／平成３４年度空家等数１,３７5件＝３0.６2％） 

となります。 

よって、空家等対策計画における効果を検証するための目標指標を平成 

３４年度空家等実態調査において 

指標１ 管理不適切空家等率 ７ .４９％以下 

指標２ 活用容易空家等率 ３０ .６２％以上 

とします。  
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第２節 計画の見直し 

１ 計画期間による見直しの時期 

第２章 計画期間に記載のとおり、本計画の指標である空家等実態調査は、

平成３４年に実施する予定です。また、本市第二次総合計画基本構想の計

画期間が平成４１年度までであり、基本計画前期の計画期間が平成３３年

度までです。これらの結果を検討しながら空家等対策計画を作成すること

から、平成３４年度に本計画の見直しを行います。 

図：計画期間 

年度 

計画名 

H29 

年度

(2017) 

H30 

年度  

(2018) 

H31 

年度  

(2019) 

H32 

年度  

(2020) 

H33 

年度  

(2021) 

H34 

年度  

(2022) 

H35 

年度  

(2023) 

H36 

年度  

(2024) 

H37 

年度  

(2025) 

第一次総合計画          

第二次総合計画 

基本構想（平成30年度 

～平成41年度） 

         

第二次総合計画 

基本計画 前期・中期 

         

総務省 

住宅･土地統計調査 

実施  ○     ○   

公表   ○     ○  

空家等実態調査 ○     ○    

山陽小野田市 

空家等対策計画 

         

 

２ 随時の見直し 

前項のほか、計画期間中であっても、法令や国の補助制度等の改正や社

会情勢の変化等にあわせ、随時必要な見直しを行います。 

 

３ 協議会の関わり 

空家等対策計画を変更する際は、変更に関する協議を協議会において

行ったうえで変更します。 

  

前期 ４年 中期 ４年 
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第３節 公表 

空家等対策計画を作成又は変更したときは、空家法第６条第３項に基づ

き、市のホームページに掲載することなどにより、公表し、広く周知に努

めます。 

（空家等対策計画） 

第６条  略 

２    略  

３ 市町村は、空家等対策計画を定め、又はこれを変更したときは、遅

滞なく、これを公表しなければならない。 
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参考資料 

 

○空家等対策の推進に関する特別措置法 

 

○山陽小野田市空家等対策の推進に関する条例 

 

○山陽小野田市空家等対策の推進に関する規則 

 



49 

○空家等対策の推進に関する特別措置法 

（平成２６年 法律第１２７号） 

 

（目的） 

第１条 この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観

等の地域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民

の生命、身体又は財産を保護するとともに、その生活環境の保全を図り、あ

わせて空家等の活用を促進するため、空家等に関する施策に関し、国による

基本指針の策定、市町村（特別区を含む。第１０条第２項を除き、以下同じ。）

による空家等対策計画の作成その他の空家等に関する施策を推進するために

必要な事項を定めることにより、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に

推進し、もって公共の福祉の増進と地域の振興に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物

であって居住その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその

敷地（立木その他の土地に定着する物を含む。）をいう。ただし、国又は地方

公共団体が所有し、又は管理するものを除く。  

２ この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく

保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのあ

る状態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている

状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である

状態にあると認められる空家等をいう。  

（空家等の所有者等の責務） 

第３条 空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の生

活環境に悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるものとする。 

（市町村の責務） 

第４条 市町村は、第６条第１項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに

基づく空家等に関する対策の実施その他の空家等に関する必要な措置を適切

に講ずるよう努めるものとする。 

（基本指針） 

第５条 国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策を総合的かつ計画

的に実施するための基本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めるもの

とする。 
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２ 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

⑴ 空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項  

⑵ 次条第１項に規定する空家等対策計画に関する事項  

⑶ その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な

事項 

３ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更しようと

するときは、あらかじめ、関係行政機関の長に協議するものとする。  

４ 国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したとき

は、遅滞なく、これを公表しなければならない。  

（空家等対策計画） 

第６条 市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実

施するため、基本指針に即して、空家等に関する対策についての計画（以下

「空家等対策計画」という。）を定めることができる。  

２ 空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。  

⑴ 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その

他の空家等に関する対策に関する基本的な方針  

⑵ 計画期間 

⑶ 空家等の調査に関する事項 

⑷ 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項  

⑸ 空家等及び除却した空家等に係る跡地（以下「空家等の跡地」という。）

の活用の促進に関する事項 

⑹ 特定空家等に対する措置（第１４条第１項の規定による助言若しくは指

導、同条第２項の規定による勧告、同条第３項の規定による命令又は同条

第９項若しくは第１０項の規定による代執行をいう。以下同じ。）その他の

特定空家等への対処に関する事項 

⑺ 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項  

⑻ 空家等に関する対策の実施体制に関する事項  

⑼ その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項  

３ 市町村は、空家等対策計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、

これを公表しなければならない。 

４ 市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び変更並びに実

施に関し、情報の提供、技術的な助言その他必要な援助を求めることができ

る。 
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（協議会） 

第７条 市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を

行うための協議会（以下この条において「協議会」という。）を組織すること

ができる。 

２ 協議会は、市町村長（特別区の区長を含む。以下同じ。）のほか、地域住民、

市町村の議会の議員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験

者その他の市町村長が必要と認める者をもって構成する。  

３ 前２項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が

定める。 

（都道府県による援助） 

第８条 都道府県知事は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施その他空

家等に関しこの法律に基づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対

する情報の提供及び技術的な助言、市町村相互間の連絡調整その他必要な援

助を行うよう努めなければならない。  

（立入調査等） 

第９条 市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等

の所有者等を把握するための調査その他空家等に関しこの法律の施行のため

に必要な調査を行うことができる。 

２ 市町村長は、第１４条第１項から第３項までの規定の施行に必要な限度に

おいて、当該職員又はその委任した者に、空家等と認められる場所に立ち入っ

て調査をさせることができる。 

３ 市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認

められる場所に立ち入らせようとするときは、その５日前までに、当該空家

等の所有者等にその旨を通知しなければならない。ただし、当該所有者等に

対し通知することが困難であるときは、この限りでない。  

４ 第２項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、そ

の身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示し

なければならない。 

５ 第２項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたもの

と解釈してはならない。 

（空家等の所有者等に関する情報の利用等）  

第１０条 市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的

で保有する情報であって氏名その他の空家等の所有者等に関するものについ
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ては、この法律の施行のために必要な限度において、その保有に当たって特

定された利用の目的以外の目的のために内部で利用することができる。  

２ 都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされ

ているもののうち特別区の存する区域においては都が処理するものとされて

いるもののために利用する目的で都が保有する情報であって、特別区の区域

内にある空家等の所有者等に関するものについて、当該特別区の区長から提

供を求められたときは、この法律の施行のために必要な限度において、速や

かに当該情報の提供を行うものとする。  

３ 前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要があ

るときは、関係する地方公共団体の長その他の者に対して、空家等の所有者

等の把握に関し必要な情報の提供を求めることができる。  

（空家等に関するデータベースの整備等）  

第１１条 市町村は、空家等（建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が

販売し、又は賃貸するために所有し、又は管理するもの（周辺の生活環境に

悪影響を及ぼさないよう適切に管理されているものに限る。）を除く。以下第

１３条までにおいて同じ。）に関するデータベースの整備その他空家等に関

する正確な情報を把握するために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

（所有者等による空家等の適切な管理の促進）  

第１２条 市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、こ

れらの者に対し、情報の提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるもの

とする。 

（空家等及び空家等の跡地の活用等）  

第１３条 市町村は、空家等及び空家等の跡地（土地を販売し、又は賃貸する

事業を行う者が販売し、又は賃貸するために所有し、又は管理するものを除

く。）に関する情報の提供その他これらの活用のために必要な対策を講ずる

よう努めるものとする。 

（特定空家等に対する措置） 

第１４条 市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、

除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な

措置（そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態

又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態にない特定空家等については、

建築物の除却を除く。次項において同じ。）をとるよう助言又は指導をするこ

とができる。 
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２ 市町村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当

該特定空家等の状態が改善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受

けた者に対し、相当の猶予期限を付けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他

周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置をとることを勧告することが

できる。 

３ 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその

勧告に係る措置をとらなかった場合において、特に必要があると認めるとき

は、その者に対し、相当の猶予期限を付けて、その勧告に係る措置をとるこ

とを命ずることができる。 

４ 市町村長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、

その措置を命じようとする者に対し、その命じようとする措置及びその事由

並びに意見書の提出先及び提出期限を記載した通知書を交付して、その措置

を命じようとする者又はその代理人に意見書及び自己に有利な証拠を提出す

る機会を与えなければならない。 

５ 前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から５日以内に、

市町村長に対し、意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを

請求することができる。 

６ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、

第３項の措置を命じようとする者又はその代理人の出頭を求めて、公開によ

る意見の聴取を行わなければならない。  

７ 市町村長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第３項

の規定によって命じようとする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期

日の３日前までに、前項に規定する者に通知するとともに、これを公告しな

ければならない。 

８ 第６項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自

己に有利な証拠を提出することができる。  

９ 市町村長は、第３項の規定により必要な措置を命じた場合において、その

措置を命ぜられた者がその措置を履行しないとき、履行しても十分でないと

き又は履行しても同項の期限までに完了する見込みがないときは、行政代執

行法（昭和２３年法律第４３号）の定めるところに従い、自ら義務者のなす

べき行為をし、又は第３者をしてこれをさせることができる。  

１０ 第３項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失が

なくてその措置を命ぜられるべき者を確知することができないとき（過失が
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なくて第１項の助言若しくは指導又は第２項の勧告が行われるべき者を確知

することができないため第３項に定める手続により命令を行うことができな

いときを含む。）は、市町村長は、その者の負担において、その措置を自ら行

い、又はその命じた者若しくは委任した者に行わせることができる。この場

合においては、相当の期限を定めて、その措置を行うべき旨及びその期限ま

でにその措置を行わないときは、市町村長又はその命じた者若しくは委任し

た者がその措置を行うべき旨をあらかじめ公告しなければならない。  

１１ 市町村長は、第３項の規定による命令をした場合においては、標識の設

置その他国土交通省令・総務省令で定める方法により、その旨を公示しなけ

ればならない。 

１２ 前項の標識は、第３項の規定による命令に係る特定空家等に設置するこ

とができる。この場合においては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識

の設置を拒み、又は妨げてはならない。  

１３ 第３項の規定による命令については、行政手続法（平成５年法律第８８

号）第３章（第１２条及び第１４条を除く。）の規定は、適用しない。  

１４ 国土交通大臣及び総務大臣は、特定空家等に対する措置に関し、その適

切な実施を図るために必要な指針を定めることができる。  

１５ 前各項に定めるもののほか、特定空家等に対する措置に関し必要な事項

は、国土交通省令・総務省令で定める。  

（財政上の措置及び税制上の措置等）  

第１５条 国及び都道府県は、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に

関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、空家等に関する対策の実施

に要する費用に対する補助、地方交付税制度の拡充その他の必要な財政上の

措置を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、前項に定めるもののほか、市町村が行う空家等対

策計画に基づく空家等に関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、必

要な税制上の措置その他の措置を講ずるものとする。  

（過料） 

第１６条 第１４条第３項の規定による市町村長の命令に違反した者は、５０

万円以下の過料に処する。 

２ 第９条第２項の規定による立入調査を拒み、妨げ、又は忌避した者は、２０

万円以下の過料に処する。 

附 則 
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（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して３月を超えない範囲内において政令で

定める日から施行する。ただし、第９条第２項から第５項まで、第１４条及

び第１６条の規定は、公布の日から起算して６月を超えない範囲内において

政令で定める日から施行する。 

（平成２７年政令第５０号で、本文に係る部分は、平成２７年２月２６日から、

ただし書に係る部分は、平成２７年５月２６日から施行）  

（検討） 

２ 政府は、この法律の施行後５年を経過した場合において、この法律の施行

の状況を勘案し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討

を加え、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。  
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○山陽小野田市空家等対策の推進に関する条例 

（平成２９年 条例第１６号） 

 

（目的） 

第１条 この条例は、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律

第１２７号。以下「法」という。）に定めるもののほか、市の空家等に関する

対策の推進に関し必要な事項を定めることにより、市民等の生活環境の保全

及び安全で安心なまちづくりの推進並びに空家等の活用促進による地域の振

興に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

⑴ 空家等 建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用が

なされていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に

定着する物を含む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は

管理するものを除く。 

⑵ 特定空家等 そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれ

のある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が

行われていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生

活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認め

られる空家等をいう。 

⑶ 管理不適切空家等 法第３条の規定による適切な管理がされておらず、

特定空家等になるおそれのある空家等をいう。 

⑷ 市民等 市内に居住し、通勤し、通学し、又は滞在する者をいう。  

（基本理念） 

第３条 空家等に関する対策の基本理念は、次に掲げるとおりとする。  

⑴ 地域住民の生命、身体又は財産を保護するとともに、その生活環境の保

全を図るため、空家等の適切な管理を促進すること。  

⑵ 空家等が定住の促進及び地域振興のための有用な資源であることを認識

して、活用を促進すること。 

⑶ 市、空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）及び市民等

がそれぞれの役割を認識し、相互の理解と連携を図りつつ、協働して取り

組むこと。 
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（民事による解決との関係） 

第４条 空家等に関し生じる紛争は、当該紛争の当事者間において民事による

解決を図ることを妨げない。 

（市の責務） 

第５条 市は、基本理念にのっとり、空家等の適切な管理及び活用促進等に関

する必要な施策を実施しなければならない。  

（空家等の所有者等の責務） 

第６条 空家等の所有者等は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、空

家等の適切な管理を行わなければならない。  

（市民等の役割） 

第７条 市民等は、適切な管理が行われていない空家等があると認めるときは、

速やかに市にその情報を提供するとともに、市がこの条例の目的の達成のた

めに実施する施策に協力するよう努めるものとする。  

（空家等対策計画） 

第８条 市長は、法第６条第１項の規定に基づき山陽小野田市空家等対策計画

を定め、同条第２項に規定する空家等に関する事項のほか、市の講ずる空家

等に関する対策を総合的かつ計画的に実施する。  

（協議会） 

第９条 法第７条第１項に規定する協議のほか、市長が必要と認める事項に関

する協議を行うため、同項の規定に基づき山陽小野田市空家等対策協議会（以

下「協議会」という。）を置く。 

２ 協議会は、委員１０人以内で組織し、委員（市長を除く。以下この条にお

いて同じ。）は、法第７条第２項に規定する者のうちから市長が委嘱する。  

３ 委員の任期は、３年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任

期間とする。 

４ 委員は、再任されることができる。  

５ 前各項に定めるもののほか、協議会の組織について必要な事項は、規則で

定める。 

（情報の提供又は助言等） 

第１０条 市長は、法第９条第１項の規定により空家等を調査した場合におい

て、当該空家等が管理不適切空家等であると認めるときは、当該管理不適切

空家等の所有者等又はその関係人に対し、空家等の適切な管理を促進するた

めの情報の提供、助言その他必要な援助又は指導を行うことができる。  
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（関係機関への協力要請） 

第１１条 市長は、法及びこの条例の施行に関し必要があると認められるとき

は、市の区域を管轄する警察署その他の関係機関に対し、必要な情報を提供

し、協力を求めることができる。 

（委任） 

第１２条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、

規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。  

（経過措置） 

２ この条例による改正前の山陽小野田市空き家等の適正管理に関する条例第

６条の規定による提供及び第７条の規定による調査により収集した情報は、

法及びこの条例の施行に必要な範囲で収集した情報とみなし、なお利用する

ことができる。 

  



59 

○山陽小野田市空家等対策の推進に関する条例施行規則 

（平成２９年 規則第３５号） 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律

第１２７号。以下「法」という。）及び山陽小野田市空家等対策の推進に関す

る条例（平成２９年山陽小野田市条例第１６号。以下「条例」という。）の施

行に関し、必要な事項を定めるものとする。  

（情報提供） 

第２条 市民等は、条例第７条の規定により情報を提供しようとするときは、

空家等情報提供書（様式第１号）を市長に提出する方法その他適宜の方法に

より行うものとする。 

２ 市長は、前項の規定により情報の提供を受けたときは、当該情報の提供を

受けた空家等に関し、空家等管理台帳（様式第２号）を作成するものとする。 

（立入調査） 

第３条 法第９条第３項の規定による通知は、立入調査実施通知書（様式第３

号）により行うものとする。 

２ 法第９条第４項の証明書は、立入調査員証（様式第４号）とする。  

（特定空家等の通知） 

第４条 市長は、空家等が法第２条第２項の特定空家等であると認めるときは、

当該特定空家等の所在及び状態、周辺の生活環境への影響並びに当該特定空

家等の所有者等（空家等の所有者又は管理者をいう。以下同じ。）であること

を、特定空家等該当通知書（様式第５号）により当該特定空家等の所有者等

に対し通知するものとする。ただし、過失がなくて当該所有者等を確知する

ことができないときは、この限りでない。  

２ 前項の規定による通知を行った場合において、市長は、当該特定空家等の

所有者等が除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るた

めに必要な措置を講じたことにより特定空家等の状態が改善され、特定空家

等でないと認めるときは、遅滞なくその旨を、特定空家等状態改善通知書（様

式第６号）により当該所有者等に対し通知するものとする。  

（助言又は指導） 

第５条 法第１４条第１項及び条例第１０条の助言は、口頭で行うことができ

るものとする。ただし、当該助言の相手方から求めがあった場合又は必要が
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あると認める場合は、文書その他の方法により行うものとする。  

２ 法第１４条第１項の指導は、同項の助言を行った場合で特定空家等の状態

に改善が認められないとき、又は同項の助言ができないときに、指導書（様

式第７号）により行うものとする。 

３ 条例第１０条の指導は、同条の助言を行った場合で改善が認められないと

き、又は同条の助言ができないときに、空家等適正管理指導書（様式第８号）

により行うものとする。 

（勧告） 

第６条 市長は、法第１４条第２項の規定により勧告を行おうとするときは、

あらかじめ条例第９条第１項の山陽小野田市空家等対策協議会（以下「協議

会」という。）の意見を聴くものとする。  

２ 法第１４条第２項の規定による勧告は、勧告書（様式第９号）により行う

ものとする。 

（命令） 

第７条 法第１４条第３項の規定による命令は、命令書（様式第１０号）によ

り行うものとする。 

２ 法第１４条第４項の通知書は、命令に係る事前の通知書（様式第１１号）

とする。 

３ 前項の通知書を交付されて意見書及び自己に有利な証拠を提出しようとす

る者又はその代理人（代理人である資格を書面により証する者に限る。）は、

当該通知書の交付を受けた日から１４日以内に、命令に係る事前の通知に対

する意見書（様式第１２号）により意見書及び自己に有利な証拠を提出しな

ければならない。ただし、法第１４条第５項の規定により意見書の提出に代

えて公開による意見の聴取を行うことを命令に係る事前の通知に対する意見

聴取請求書（様式第１３号）により請求する場合は、この限りではない。  

４ 法第１４条第７項の規定による通知は、命令に係る事前の通知に対する意

見聴取通知書（様式第１４号）により行うものとし、同項の規定による公告

は、山陽小野田市公告式条例（平成１７年山陽小野田市条例第３号）に規定

する公示の方法及び市のホームページへの掲載により行うものとする。  

５ 法第１４条第１１項の標識は、標識（様式第１５号）により行うものとし、

同項の国土交通省令・総務省令に規定するその他の適切な方法は、山陽小野

田市公告式条例の規定により行う公示の方法とする。  

（代執行） 



61 

第８条 市長は、法第１４条第９項の規定による代執行（以下この条において

単に「代執行」という。）をしようとするときは、あらかじめ協議会の意見を

聴かなければならない。 

２ 代執行を行う場合の行政代執行法（昭和２３年法律第４３号）第３条第１

項の規定による戒告は、戒告書（様式第１６号）により行うものとする。  

３ 市長は、前項の戒告書を受けた者が指定の期限までにその義務を履行しな

い場合で、再度の戒告を行わないときは、代執行をなすべき時期等を代執行

令書（様式第１７号）により前項の戒告書を受けた者に通知するものとする。  

４ 代執行のために現場に派遣される執行責任者は、その者が執行責任者たる

本人であることを示すべき執行責任者証（様式第１８号）を携帯し、関係人

の要求があるときは、いつでもこれを提示しなければならない。  

５ 非常の場合又は危険切迫の場合において、法第１４条第３項の規定による

命令に係る措置の内容の急速な実施について緊急の必要があり、第２項及び

第３項に規定する手続をとる暇がないときは、行政代執行法第３条第３項の

規定により、その手続を経ないで代執行をすることができる。  

（略式代執行） 

第９条 市長は、法第１４条第１０項の規定により措置をしようとするときは、

あらかじめ協議会の意見を聴かなければならない。  

２ 法第１４条第１０項の規定による公告は、山陽小野田市公告式条例に規定

する公示の方法及び市のホームページへの掲載により行うものとする。  

（協議会の委員） 

第１０条 協議会は、法第７条の規定により、市長のほか、地域住民、市の議

会の議員、弁護士、司法書士、行政書士、宅地建物取引業者、不動産鑑定士、

土地家屋調査士、建築士、社会福祉士等の資格を有して地域の福祉に携わる

者、郷土史研究家、大学教授・教員等、自治会役員、民生委員、警察職員、

消防職員、法務局職員、道路管理者等公物管理者、まちづくりや地域おこし

を行うＮＰＯ等の団体等の役員等から市長が必要と認める者をもって構成す

る。 

（協議会の会長及び副会長） 

第１１条 協議会に会長及び副会長を置き、協議会の委員（以下「委員」とい

う。）の互選によってこれを定める。  

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。  

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。  
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（庶務） 

第１２条 協議会の庶務は、市民部市民生活課において処理する。 

（委任） 

第１３条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。  

附 則（平成３０年３月３０日規則第１４号）抄  

（施行期日） 

１ この規則は、平成３０年４月１日から施行する。  

附 則（平成３０年８月１日規則第４０号）  

１ この規則は、公布の日から施行する。  
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様式第１号（第２条関係） 

 

空家等情報提供書 

 

  年  月  日 

 

山陽小野田市長 あて 

 

住所            

氏名           

電話番号      

 

次のとおり、空家等に関する情報を提供します。 

  

空家等の所在地  山陽小野田市 

空家等の所有者等  

建築物等： 

その敷地： 

空家等となった時期       年   月頃 

空家等が周辺の生活環境に悪影響を及ぼしている状況（管理の状況）： 
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様式第２号（第２条関係） 

空家等管理台帳  

受付番号  情報受付日 年  月  日 

所 在 地 山陽小野田市 

所有者等 

フリガナ   
電話  

氏 名  

住 所  

空 家 等 

の 概 要 

用 途 
専用住宅 ・共同住宅・店舗兼住宅・店舗 

その他（             ） 

構 造 木造・軽量鉄骨造・鉄骨造・ＲＣ・その他（    ） 

階 数 平屋 ・ （    ）階建  

空 家 等 

の 状 態 

特定空家等以外 
 

 

特定空家等 

・そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

・そのまま放置すれば著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

・適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

・その他周辺の生活環境を保全するために放置することが不適切である状態 

助 言 等 

の 状 況 

年月日 実施内容 

年  月  日 法第１２条又は条例第１０条の助言 

年  月  日 規則第４条第１項の通知（特定空家等該当通知） 

年  月  日 法第１４条第１項の助言 

年  月  日 法第１４条第１項の指導 

年  月  日 法第１４条第２項の勧告 

年  月  日 法第１４条第４項の命令事前通知 

年  月  日 法第１４条第３項の命令 

年  月  日  

年  月  日  

年  月  日 規則第４条第２項の通知（改善通知） 

備 考  
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（裏面） 

記 録 票 

年月日 時刻 記   録 
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様式第３号（第３条関係） 

 

立入調査実施通知書 

第     号 

年  月  日 

 

            様 

 

山陽小野田市長      印  

 

空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号。以下「法」

といいます。）第３条の規定により、空家等（居住その他の使用がなされていない

ことが常態である建築物等及びその敷地をいいます。）の所有者等は、周辺の生

活環境に悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるものとされてい

ます。 

あなた（相続人である場合を含みます。）が所有又は管理する下記の空家等に

ついては、法第１４条第１項から第３項までの規定の施行に必要なため、下記

のとおり法第９条第２項の規定により立ち入って調査を行いますので、その旨

を同条第３項の規定により通知します。  

ついては、所有者等の立会いが可能な場合は、本通知が到達した日の翌日か

ら起算して５日以内に下記まで連絡してください。 

なお、空家等の所有等又は状態が下記の内容と異なる場合又は既に何らか

の措置をされている場合は、下記まで連絡してください。 
 

記 
 

１ 空家等の所在地 （所在地）山陽小野田市 

２ 空家等の状態 

（立入調査の理由） 
 

３ 立入調査日 
本通知が到達した日の翌日から起算して５日を超え

た日（立会いが可能な場合は市と協議して定めた日） 

４ 立入職員の所属

及び連絡先 
 

※ この通知による法第９条第２項の規定による立入調査を拒み、妨げ、又は
忌避した者は、法第１６条第２項の規定に基づき、２０万円以下の過料に処
せられます。  
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空家等対策の推進に関する特別措置法（抜粋）  

 

（空家等の所有者等の責務） 

第３条 空家等の所有者又は管理者（以下「所有者等」という。）は、周辺の生

活環境に悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるものとする。 

（立入調査等） 

第９条 （略） 

２ 市町村長は、第１４条第１項から第３項までの規定の施行に必要な限度に

おいて、当該職員又はその委任した者に、空家等と認められる場所に立ち入っ

て調査をさせることができる。  

３ 市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認

められる場所に立ち入らせようとするときは、その５日前までに、当該空家

等の所有者等にその旨を通知しなければならない。ただし、当該所有者等に

対し通知することが困難であるときは、この限りでない。  

（特定空家等に対する措置） 

第１４条 市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、

除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措

置（そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は

著しく衛生上有害となるおそれのある状態にない特定空家等については、建築

物の除却を除く。次項において同じ。）をとるよう助言又は指導をすることが

できる。 

２ 市町村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当

該特定空家等の状態が改善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受

けた者に対し、相当の猶予期限を付けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他

周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置をとることを勧告することが

できる。 

３ 市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその

勧告に係る措置をとらなかった場合において、特に必要があると認めるとき

は、その者に対し、相当の猶予期限を付けて、その勧告に係る措置をとるこ

とを命ずることができる。 

（過料） 

第１６条 （略） 

２ 第９条第２項の規定による立入調査を拒み、妨げ、又は忌避した者は、  

２０万円以下の過料に処する。  
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様式第４号（第３条関係） 

 

（表） 

 
 

 

 
 
 
 
 
 

 

 

           

 

（裏） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※立入調査員証の大きさは、おおむね縦幅６センチメートル、横幅９センチ

メートルとする。 

  

空家等対策の推進に関する特別措置法（抜粋）  

（立入調査等）  

第９条 略  

２ 市町村長は、第１４条第１項から第３項までの規定の施行に必

要な限度において、当該職員又はその委任した者に、空家等と認

められる場所に立ち入って調査をさせることができる。  

３ 市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を

空家等と認められる場所に立ち入らせようとするときは、その５

日前までに、当該空家等の所有者等にその旨を通知しなければな

らない。ただし、当該所有者等に対し通知することが困難である

ときは、この限りでない。  

４  第２項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうと

する者は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の請求があっ

たときは、これを提示しなければならない。  

５ 第２項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認め

られたものと解釈してはならない。  

注意  

 この証票は、他人に貸与し、又は譲渡してはならない。  

立 入 調 査 員 証 
      所    属  

氏    名  

生年月日  

 （写真）   上記の者は、空家等対策の推進に関す

る特別措置法第９条第２項の規定に基

づく立入調査に従事する職員であるこ

とを証明する。  

 

 年  月  日（ 年 月 日まで有効） 

山陽小野田市長         印  
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様式第５号（第４条関係） 
 

特定空家等該当通知書 

第     号 

年  月  日 
 

            様 

 

山陽小野田市長      印  

 

あなた（相続人である場合を含みます。）が所有又は管理する下記の空家等は、

空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号。以下「法」と

いいます。）第２条第２項の特定空家等に該当すると認められますので、その旨を

通知します。 

空家等の状態が改善されない場合は、法第１４条第１項の助言又は指導を行う

ことになります。改善方法等について情報の提供等が必要な場合は、下記まで連

絡してください。 

なお、所有者等については、法に基づき市で調査いたしましたが、あなた（複

数の方が所有者等となる場合があります。）が所有又は管理していない場合は、

下記に連絡していただくとともに、その旨を証する書類の写しを提出してくだ

さい。連絡及び書類の写しの提出がない場合は、あなた（複数の方が所有者等

となる場合があります。）を所有者等とし、情報の提供、助言等を行います。  

また、空家等の状態が下記の内容と異なる場合又は既に何らかの措置をさ

れている場合は、下記まで連絡してください。 
 

記 
 

１ 空家等の所在地 （所在地）山陽小野田市 

２ 空家等の状態 

（特定空家等と認め

られる理由） 

 

３  所有

者等の

氏名及

び住所 

建築物等 
 

 

その敷地 
 

 

４ 所有者等と判断

した理由 

(1) 不動産登記情報による登記名義人 

(2) 前号の相続人 

(3) その他（                 ） 

５ 担当及び連絡先 
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様式第６号（第４条関係） 
 

特定空家等状態改善通知書 

第     号 

年  月  日 
 

 

            様 

 

山陽小野田市長      印  

 

あなた（相続人である場合を含みます。）が所有又は管理する下記の空家等は、

空家等の状態が改善され、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年

法律第１２７号。以下「法」といいます。）第２条第２項の特定空家等でないと

認められますので、その旨を通知します。 

引き続き、法に基づき適切に管理していただきますよう、お願いいたします。 
 

記 
 

１ 空家等の所在地 （所在地）山陽小野田市 

２ 特定空家等でな

いと認めた日 
年    月    日 

３ 特定空家等でな

いと認められる 

理由 

 

４ 担当及び連絡先 
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様式第７号（第５条関係） 
 
 

指    導    書 

第     号 

年  月  日 
 

            様 

 

山陽小野田市長      印  

 

あなたが所有又は管理する下記の特定空家等については、特定空家等の状態

が改善されていないため、下記のとおり速やかに周辺の生活環境の保全を図る

ために必要な措置をとるよう空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年

法律第１２７号。以下「法」といいます。）第１４条第１項の規定に基づき指導し

ます。 

また、本通知により指導をしたにもかかわらず、当該特定空家等の状態が改

善されないと認められるときは、法第１４条第２項の規定により勧告を行うこ

とがあります。当該勧告をした場合は、特定空家等の敷地が、地方税法（昭和

２５年法律第２２６号）第３４９条の３の２又は同法第７０２条の３の規定に

基づき、住宅用地に対する固定資産税又は都市計画税の課税標準の特例の適用

を受けている場合にあっては、当該勧告により、当該敷地について、当該特例

の対象から除外されることとなりますので、申し添えます。  

なお、履行期限までに措置を行った場合は、下記まで連絡してください。 

 

記 
 

１ 特定空家等の所在地 （所在地）山陽小野田市 

２ 所有者等の住所及び

氏名 

（住所） 

（氏名） 

３ 特定空家等の状態  

４ 指導事項  

５ 履行期限 年  月  日 

６ 指導の責任者及び連

絡先 

責任者 

連絡先 
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様式第８号（第５条関係） 

 

空家等適正管理指導書 

   第     号 

  年  月  日 

 

            様 

 

山陽小野田市長      印  

 

 

空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号）第３条

は、空家等の所有者又は管理者は周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう空

家等の適切な管理に努めるものとすると規定しています。  

あなたが所有又は管理する下記の空家等は、適切な管理がなされているとは

見受けられませんので、下記のとおり速やかに必要な措置をとるよう、山陽小

野田市空家等対策の推進に関する条例（平成２９年山陽小野田市条例第１６号）

第１０条の規定に基づき指導します。 

なお、空家等の所有又は管理の状況等について、本市が通知した内容に変更

が生じているとき、又は既に措置を済まされているときは、下記担当まで御連

絡くださるようお願いします。 

記 
 

１ 管理不適切空家等

の所在地 
（所在地）山陽小野田市 

２ 所有者等の住所及

び氏名 

（住所） 

（氏名） 

３ 特定空家等の状態  

４ 指導事項  

５ 履行期限 年  月  日 

６ 指導の責任者及び

連絡先 

責任者 

連絡先 
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様式第９号（第６条関係） 
 

勧   告   書 

第     号 

年  月  日 

            様 

 

山陽小野田市長      印  

 

あなたが所有又は管理する下記の空家等は、空家等対策の推進に関する特別措置

法（平成２６年法律第１２７号。以下「法」といいます。）第２条第２項の特定空

家等に該当すると認められたため、法第１４条第１項の規定に基づき   年  

  月  日付け  第   号の指導書により対策をとるよう指導をしてき

たところですが、現在に至っても改善がなされていません。 

ついては、下記のとおり速やかに周辺の生活環境の保全を図るために必要な

措置をとるよう、法第１４条第２項の規定に基づき勧告します。 
 

記 
 

１ 特定空家等の所在地 （所在地）山陽小野田市 

２ 所有者等の住所及び

氏名 

（住所） 

（氏名） 

３ 勧告に係る措置の内

容 
 

４ 勧告に至った事由  

５ 措置の期限 年  月  日 

６ 勧告の責任者及び連

絡先 

責任者 

連絡先 

備考 

１ 措置の期限までに、勧告に係る措置の内容を実施した場合は、遅滞なく
上記連絡先まで報告をすること。 

２ 措置の期限までに、正当な理由がなくて勧告に係る措置の内容をとらな
かった場合は、法第１４条第３項の規定に基づき、当該措置をとることを
命ずることがあります。 

３ 特定空家等の敷地が、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３４９
条の３の２又は同法第７０２条の３の規定に基づき、住宅用地に対する固
定資産税又は都市計画税の課税標準の特例の適用を受けている場合にあっ
ては、本勧告により、当該敷地について、当該特例の対象から除外される
こととなります。 
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様式第１０号（第７条関係） 

 

命     令     書 

第     号 

年  月  日 

 

            様 

 

山陽小野田市長      印  

 

 あなたが所有又は管理する下記の空家等は、空家等対策の推進に関する特別措置

法（平成２６年法律第１２７号。以下「法」といいます。）第２条第２項の特定空

家等に該当すると認められたため、法第１４条第２項の規定に基づき    年  

  月  日付け  第   号の勧告をし、また、法第１４条第４項の規定に

基づき    年  月  日付け  第   号の命令に係る事前の通知書

により命令を行う旨の事前通知をしましたが、現在に至っても通知した措置が

なされていませんでした。 

ついては、下記のとおり措置をとることを、法第１４条第３項の規定に基づ

き命令します。 
 

記 

 

１ 特定空家等の所在地 （所在地）山陽小野田市 

２ 所有者等の住所及び氏名 
（住所） 

（氏名） 

３ 命令に係る事前の通知に

対する意見等の有無 
有 ・ 無 

４ 命令に係る措置の内容  

５ 命ずるに至った事由  

６ 措置の期限 年  月  日 

７ 命令の責任者及び連絡先 
責任者 

連絡先 



75 

備考 

１ 措置の期限までに、命令に係る措置の内容を実施した場合は、遅滞なく

上記連絡先まで報告をすること。 

 ２ 本命令に違反した場合は、法第１６条第１項の規定に基づき、５０万円

以下の過料に処せられます。 

 ３ 措置の期限までに、措置の内容を履行しないとき、履行しても十分でな

いとき、又は履行しても同期限までに完了する見込みがないときは、法第

１４条第９項の規定に基づき、当該措置について行政代執行の手続に移行

することがあります。 

 ４ この処分について不服がある場合は、この処分があったこと

を知った日の翌日から起算して３か月以内に、 山陽小野田市長に

対して審査請求をすることができます。  

 ５  この処分については、上記４の審査請求のほか、この処分が

あったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、山陽小

野田市を被告として（訴訟において山陽小野田市を代表する者は山

陽小野田市長となります。）、処分の取消しの訴えを提起するこ

とができます。なお、上記４の審査請求をした場合には、処分の

取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知っ

た日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。 

 ６  ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をし

た場合には、その審査請求に対する裁決）が あった日の翌日から

起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取

消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理

由があるときは、上記の期間やこの処分（審査請求をした場合に

は、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して

１年を経過し た後 であっても審 査請 求をすること や処 分の取消

しの訴えを提起することが認められる場合があります。  
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様式第１１号（第７条関係） 

 

命令に係る事前の通知書 

 

第     号 

年  月  日 

            様 

 

山陽小野田市長      印  

 

あなたが所有又は管理する下記の空家等は、空家等対策の推進に関する特別措置

法（平成２６年法律第１２７号。以下「法」といいます。）第２条第２項の特定空家

等に該当すると認められたため、法第１４条第２項の規定に基づき    年  

  月  日付け  第   号により必要な措置をとるよう勧告しましたが、

現在に至っても当該措置がなされていません。  

このまま措置が講じられない場合には、法第１４条第３項の規定に基づき、

下記のとおり当該措置をとることを命令することとなりますので通知します。 

なお、あなたは、法第１４条第４項の規定に基づき、本件に関し意見書及び

自己に有利な証拠を提出することができるとともに、同条第５項の規定に基づ

き、本通知の交付を受けた日から５日以内に、市長に対し、意見書の提出に代

えて公開による意見の聴取を行うことを請求することができる旨、申し添えま

す。 

記 

１ 特定空家等の所在地 （所在地）山陽小野田市 

２ 所有者等の住所及び

氏名 

（住所） 

（氏名） 

３ 命じようとする措置

の内容 
 

４ 命ずるに至った事由  

５ 意見書の提出期限 

   年  月  日（記載日が、本通知の交付

を受けた日から１３日以内となるときは、本通知

の交付を受けた日から１４日以内の日とする。）  
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６ 意見書の提出及び公

開による意見の聴取の

請求先 

送付先 

連絡先 

 

※ 命じようする措置の内容を実施した場合は、遅滞なく上記連絡先まで報告

をすること。 
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様式第１２号（第７条関係） 

 

命令に係る事前の通知に対する意見書 

 

年  月  日 

 

 山陽小野田市長 あて 

 

提出者 住所 

氏名           ㊞ 

電話番号 

（法人にあっては、主たる事務所の  

所在地及び名称並びに代表者の氏名）  

 

     年  月  日付け  第   号の命令に係る事前の通知書に対

して、下記のとおり意見及び自己に有利な証拠を提出します。  

 

記 

１ 特定空家等の所在

地 
（所在地）山陽小野田市 

２ 所有者等の住所及

び氏名 

（住所） 

（氏名） 

３ 命令に係る事前の

通知に対する意見 

 

 

 

４ 自己に有利な証拠

の提出の有無 
有 ・ 無 

備考 

１ 所定の欄に記載することができないときは、別紙に記載の上、添付してくだ

さい。 

２ 証拠書類等を提出する場合は、添付してください。  

３ 代理人が提出する場合は、代理人であることを証する書類を添付してく

ださい。 
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様式第１３号（第７条関係） 

 
 

命令に係る事前の通知に対する意見聴取請求書 

 

年  月  日 

 

 山陽小野田市長 あて 

 

提出者 住所 

氏名            ㊞ 

電話番号 

（法人にあっては、主たる事務所の  

所在地及び名称並びに代表者の氏名）  

 

     年  月  日付け  第   号の命令に係る事前の通知書に対

して、下記のとおり意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを

請求します。 

 

記 

１ 特定空家等の所在

地 
（所在地）山陽小野田市 

２ 所有者等の住所及

び氏名 

（住所） 

（氏名） 

３ 意見の聴取に出席

しようとする者の氏

名、住所及び連絡先 

 

 

 

備考 

１ 所定の欄に記載することができないときは、別紙に記載の上、添付してくだ

さい。 

２ 代理人が意見の聴取に出席する場合は、代理人であることを証する書類

を添付してください。 
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様式第１４号（第７条関係） 

 
 

命令に係る事前の通知に対する意見聴取通知書  

 

第     号 

年  月  日 

 

            様 

 

山陽小野田市長      印  

 

     年  月  日付け  第   号の命令に係る事前の通知書に対

して    年  月  日付け命令に係る事前の通知に対する意見聴取請求

書の提出がありましたので、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年

法律第１２７号。以下「法」といいます。）第１４条第６項の規定により、下記のと

おり公開による意見の聴取を行うため出頭を求めますので、法第１４条第７項の規

定によりその旨を通知します。なお、同項の規定により公告していることを申し添

えます。 

 また、法第１４条第８項の規定により、意見の聴取に際して、証人を出席させ、

かつ、自己に有利な証拠を提出することができます。 

記 

１  特定空家等の所

在地 
（所在地）山陽小野田市 

２  所有者等の住所

及び氏名 

（住所） 

（氏名） 

３  命じようとする

措置の内容 
 

４  聴取の期日及び

場所 
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様式第１５号（第７条関係） 

 

 

標   識 

 

下記の特定空家等の所有者等は、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成

２６年法律第１２７号）第１４条第３項の規定に基づき措置をとることを、 

   年  月  日付け  第   号の命令書により、命ぜられています。 

 

記 

 

１  特定空家等の所

在地 
（所在地）山陽小野田市 

２  命令に係る措置

の内容 
 

３  命ずるに至った

事由 
 

４ 措置の期限 年  月  日 

５  命令の責任者及

び連絡先 

責任者 

連絡先 

 



82 

様式第１６号（第８条関係） 

 

戒    告    書 

 

第     号 

年  月  日 

             様 

山陽小野田市長       印  

 

あなたが所有又は管理する下記の特定空家等に対し、   年  月  日

付け  第   号の命令書により措置をとるよう命じました。この命令を下

記の履行期限までに履行しないときは、空家等対策の推進に関する特別措置法

（平成２６年法律第１２７号）第１４条第９項の規定に基づき、下記の特定空家等

に対する措置を執行いたしますので、行政代執行法（昭和２３年法律第４３号）

第３条第１項の規定によりその旨を戒告します。 

なお、代執行に要する全ての費用は、行政代執行法第５条の規定に基づきあ

なたから徴収します。また、代執行によりその物件及びその他の資材について

損害が生じても、市は、その責任を負わないことを申し添えます。  
 

記 

 

１ 特定空家等の所在地 

（所在地）山陽小野田市 

（用 途） 

（構 造） 

（規 模） 

２ 所有者等の住所及び氏名  

３ 命令に係る措置の内容 
  

４ 履行期限     年  月  日 

５ 担当課及び連絡先 
担当課 

連絡先 
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備考 

１ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日

の翌日から起算して３か月以内に、山陽小野田市長に対して審査請求をす

ることができます。 

２ この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったこと

を知った日の翌日から起算して６か月以内に、山陽小野田市を被告として

（訴訟において山陽小野田市を代表する者は山陽小野田市長となります。）、

処分の取消しの訴えを提起することができます。なお、上記１の審査請求

をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があっ

たことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができま

す。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合に

は、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経

過した場合は、審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起すること

ができなくなります。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの

処分（審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決）があった日

の翌日から起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処

分の取消しの訴えを提起することが認められる場合があります。  
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様式第１７号（第８条関係） 

 

代  執  行  令  書 

 

第     号 

年  月  日 

 

             様 

 

山陽小野田市長       印 

 

あなたが所有又は管理する下記の特定空家等に対し、   年  月  日付け

第   号の戒告書により措置をとるよう戒告しましたが、履行期限までに義務が

履行されませんでしたので、空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第

１２７号）第１４条第９項の規定に基づき、下記のとおり代執行を行いますので、行政

代執行法（昭和２３年法律第４３号）第３条第２項の規定により通知します。 

なお、代執行に要する全ての費用は、行政代執行法第５条の規定に基づきあなた

から徴収します。また、代執行によりその物件及びその他の資材について損害が生

じても、市は、その責任を負わないことを申し添えます。 
 

記 
 

１ 特定空家等の所在

地 

（所在地）山陽小野田市 

（用 途） 

（構 造） 

（規 模） 

２ 所有者等の住所及

び氏名 
 

３ 代執行に係る措置

の内容 

  

４ 代執行の時期 年  月  日から  年  月  日まで 

５ 執行責任者 
担当課 

連絡先 

６ 代執行に要する費

用の概算見積額 
約       円 
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備考 

１ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌

日から起算して３か月以内に、山陽小野田市長に対して審査請求をすることが

できます。 

２ この処分については、上記１の審査請求のほか、この処分があったことを知っ

た日の翌日から起算して６か月以内に、山陽小野田市を被告として（訴訟にお

いて山陽小野田市を代表する者は山陽小野田市長となります。）、処分の取消し

の訴えを提起することができます。なお、上記１の審査請求をした場合には、処

分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌

日から起算して６か月以内に提起することができます。 

３ ただし、上記の期間が経過する前に、この処分（審査請求をした場合には、そ

の審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を経過した場合

は、審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することができなくなり

ます。なお、正当な理由があるときは、上記の期間やこの処分（審査請求をした

場合には、その審査請求に対する裁決）があった日の翌日から起算して１年を

経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起するこ

とが認められる場合があります。 
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様式第１８号（第８条関係） 
 

（表） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（裏） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＊執行責任者証の大きさは、おおむね縦幅６センチメートル、横幅９センチートル

とする。 

 

空家等対策の推進に関する特別措置法（抜粋） 

（特定空家等に対する措置） 

第１４条 略 

２～８ 略 

９ 市町村長は、第３項の規定により必要な措置を命じた場合において、

その措置を命ぜられた者がその措置を履行しないとき、履行しても十分

でないとき又は履行しても同項の期限までに完了する見込みがないとき

は、行政代執行法（昭和２３年法律第４３号）の定めるところに従い、

自ら義務者のなすべき行為をし、又は第三者をしてこれをさせることが

できる。 

１０～１５ 略 

 

行政代執行法（抜粋） 

第４条 代執行のために現場に派遣される執行責任者は、その者が執行責

任者たる本人であることを示すべき証票を携帯し、要求があるときは、

何時でもこれを呈示しなければならない。 

執 行 責 任 者 証 
      所   属 

氏   名 

生年月日 
 （写真）   上記の者は、下記の行政代執行の執行責任

者であることを証明する。 

        年  月  日 

山陽小野田市長        印 
１．代執行令書（   年  月  日付け   第 号）記載
の特定空家等に対する措置 

２．代執行をなすべき時期 
年  月  日から    年  月  日まで 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

山陽小野田市空家等対策計画 
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